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第 1 章 計画策定の趣旨等

第１章 計画策定の趣旨等

第 1 節 計画策定の趣旨

本県では、「循環を基調とした廃棄物再生・処理システムの構築」と「廃棄物の削減

による環境への負荷の低減」を基本理念におき、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭

和 45 年法律第 137 号。以下「廃棄物処理法」という。）及び国が定める廃棄物の減

量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な

方針（平成 1３年５月環境省告示第 34 号。以下「国の基本方針」という。）に基づい

て、平成 19 年３月に第２次岡山県廃棄物処理計画（平成 18～22 年度）を策定し、県

内における廃棄物の減量化、リサイクル及び適正処理に関する施策を展開してきました。

その後の我が国の状況をみると、数次にわたる廃棄物処理法や各種リサイクル法の改

正等の対策は、相当程度の効果はあったものの、廃棄物排出量のさらなる削減や、不適

正処理等への対応が強く求められており、また、近年は、世界的な資源制約の顕在化や、

地球環境問題への対応も急務となっています。さらには、東日本大震災を契機に大量生

産、大量消費の見直しをはじめ、環境に対する関心、意識の高まりが見られるところで

す。こうした今日的な様々な状況変化に対応し、諸課題の解決を図るべく、循環型社会

への転換をさらに進めていく必要が生じています。

一方、県においては、平成 15 年４月に産業廃棄物処理税を導入し、その税収を不法

投棄対策の強化等の施策に活用するとともに、平成 16 年３月に国の承認を受けた岡山

エコタウンプランに基づく各種事業を実施してきました。また、平成 20 年３月には新

岡山県環境基本計画（エコビジョン 20２0）を策定し環境行政に取り組んできました。

第３次岡山県廃棄物処理計画は、これまでの取組により循環型社会への転換が一定程

度進んできたことを背景として、社会が資源循環等を基調としてより持続的、安定的に

発展し、より良い環境を県民が総じて享受できる社会づくりを目指すこととし、副題と

して「より良い環境に恵まれた持続可能な循環型社会へ」を掲げ、第２次計画の目標や

各施策等の進捗状況を可能な限り最新の情報・データ等を活用して点検した上で、新た

な５年間（平成２３～２７年度）を計画の期間とし、本県の廃棄物・循環資源に関する

行政の基本的方向を定めるとともに、県民、市町村、事業者、処理業者など関係者すべ

ての指針とするものです。
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第 2 節 計画の位置付け

本計画は、廃棄物処理法第５条の５の規定に基づき、国の基本方針に即して定めるも

ので、策定に当たっては、上位計画である第３次おかやま夢づくりプラン、新岡山県環

境基本計画（エコビジョン 20２0）等にも配慮することとします。本計画の位置付けと

循環型社会形成推進のための法体系は、次のとおりです。

図 1-2-1 廃棄物処理計画の位置付け

環境基本法

循環型社会形成推進基本法

廃棄物処理法第５条の５

国の基本方針

環境基本計画

岡山県環境基本条例

新岡山県環境基本計画

（エコビジョン 2020）

第３次 岡山県廃棄物処理計画

＜ 国 ＞ ＜岡山県＞

岡山県循環型社会形成推進条例

循環型社会形成推進基本計画

第３次おかやま夢づくりプラン

新岡山県

ごみ処理広域化計画

市町村

一般廃棄物処理計画

岡山県

分別収集促進計画

市町村

分別収集計画

多量排出事業者の

産業廃棄物処理計画

岡山県ＰＣＢ

廃棄物処理計画

岡山エコタウンプラン
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第 1 章 計画策定の趣旨等

図 1-2-２ 循環型社会形成推進のための法体系

H15.1

一部施行

H17.1

完全施行

H13.1 完全施行

循環型社会形成推進基本計画（基本的枠組み法）
社会の物資循環の確保

天然資源の消費の抑制

環境負荷の低減

○基本原則、○国、地方公共団体、事業者、国民の責務、○国の施策

循環型社会形成推進基本計画 ［国の他の計画の基本］

社会の物資循環

H6.8 完全施行
環境基本法

環境基本計画 H18.4 全面改正公表

自然循環
循環

社会の物資循環

廃棄物処理法

＜廃棄物の適正処理＞ H22.5 一部改正

①廃棄物の排出抑制

②廃棄物の適正処理（リサイクルを含む）

③廃棄物処理施設の設置規制

④廃棄物処理業者に対する規制

⑤廃棄物処理基準の設定 等

環境大臣が定める基本方針

H22.12 改正 H20.3 公表

H20～H24 の５か年計画

計画内容：

①地球温暖化対策との連携

②廃棄物系バイオマス利活用の推進

③廃棄物処理施設のストックマネジメント

廃棄物処理施設整備計画

H13.4 完全施行

H12.4

完全施行

H18.6

一部改正

容
器
包
装
リ
サ
イ
ク
ル
法

・容器包装の市町村

による分別収集

・容器の製造・容器

包装の利用業者に

よる再商品化

ビン、PET ﾎﾞﾄﾙ、紙製・

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製容器包装等

H13.4

完全施行

H21.4

一部改正

家
電
リ
サ
イ
ク
ル
法

・廃家電を小売店等が

消費者より引取り

・製造業者等による再

商品化

エアコン、冷蔵庫・冷凍

庫、テレビ、洗濯機・衣

類乾燥機

H13.5

完全施行

H19.6

一部改正

食
品
リ
サ
イ
ク
ル
法

食品の製造・加工・販

売業者が食品廃棄物

等の再生利用等

食品残さ

H14.5

完全施行

建
設
リ
サ
イ
ク
ル
法

工事の受注者が

・建築物の分別解体等

・建設廃材等の再資源

化等

木材、コンクリート、ア

スファルト

自
動
車
リ
サ
イ
ク
ル
法

・関係業者が使用済

自動車の引取り、フ

ロンの回収、解体、

破砕

・製造業者等がｴｱﾊﾞｯｸ、

ｼｭﾚｯﾀﾞｰﾀﾞｽﾄの再資源

化、フロンの破壊

自動車

グリーン購入法［国等が率先して再生品などの調達を推進］

［個別物品の特性に応じた規制］

＜リサイクルの促進＞ H13.4 全面改正施行

資源有効利用促進法

①再生資源のリサイクル

②リサイクル容易な構造・材質等の工夫

③分別回収のための表示

④副産物の有効利用の促進
３R の推進

H15.3 公表

H20.3 改正
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第 3 節 計画の期間

本計画の期間は、平成 23(2011)年度を初年度とし、平成 27(2015)年度を目標年

度とする５年間とします。

なお、廃棄物を取り巻く社会情勢、法改正など本計画策定の前提となっている条件に

大きな変化が生じた場合は、計画期間内であっても必要に応じて、計画の見直しを行う

ものとします。
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第２章 廃棄物対策の基本理念及び基本方針

第２章 廃棄物対策の基本理念及び基本方針

第１節 計画の基本理念

本計画は、新岡山県環境基本計画「エコビジョン 2020」に示された目指すべき姿「よ

り良い環境に恵まれた持続可能な社会」を実現するため、基本目標の１つである「循環型

社会の形成」を進めるためのものです。

計画の基本理念は第２次計画から引き続き「循環を基調とした廃棄物再生・処理システ

ムの構築」と「廃棄物の削減による環境への負荷の低減」の２つとします。

第２節 基本方針

計画の基本理念を実現するため、排出者（事業者）責任の原則を徹底し、廃棄物の排出

抑制、再使用、再生利用、熱回収、適正処理を基本とします。また、計画的な施設整備の

促進及び住民・事業者・行政における廃棄物情報の共有化と相互理解をこれに加えた５つ

の基本方針のもとに、廃棄物対策を推進します。

第３節 基本施策の方向性

１ 排出者（事業者）責任の徹底・強化

廃棄物は、排出者（事業者）が自らの責任において適正に処理を行うことが原則で

す。この考え方に基づき、廃棄物対策における排出者（事業者）責任の徹底と強化を

推進します。

２ 排出抑制と循環的利用の推進

環境への負荷の少ない、循環を基調とした社会経済システム（循環型社会）の形成を

着実なものとするため、廃棄物の排出抑制を第一とし、廃棄物（循環資源）については

適正な循環的利用（再使用、再生利用、熱回収）を推進します。

○循環を基調とした廃棄物再生・処理システムの構築

○廃棄物の削減による環境への負荷の低減

１ 排出者（事業者）責任の徹底・強化

２ 排出抑制と循環的利用の推進

３ 適正処理の推進

４ 廃棄物処理施設の計画的な整備の促進

５ 廃棄物情報の共有化と相互理解
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３ 適正処理の推進

循環的な利用が行われないものは、廃棄物処理法をはじめとする関係法令の遵守、

排出者及び処理事業の主体者の意識・構造改革、安全で信頼性の高い高度な処理技術

の導入等により、適正処理を推進します。

４ 廃棄物処理施設の計画的な整備の促進

処理・処分しなければならない廃棄物については、適正な処理体制を確保すること

を基本とし、必要な処理施設の計画的な整備を促進します。

５ 廃棄物情報の共有化と相互理解

廃棄物処理に関する透明性を高めるとともに、県民、事業者、行政が循環資源・廃

棄物に対する正しい情報を共有するため、情報提供や普及啓発活動等を通じて、廃棄

物関連情報の共有化と相互理解を深めます。



7

第３章 一般廃棄物

第３章 一般廃棄物

第１節 一般廃棄物の現状と課題

１ ごみ処理の現状と課題

（１）ごみ総排出量

ごみ総排出量は減少傾向にあり、平成 21 年度においては 693 千トンと、平成

１６年度（801 千トン）に比べ 108 千トン減少しています。

１人１日当たりのごみ排出量も同様な傾向で推移しており、平成 21 年度には

971g/人･日と、平成 16 年度（1,119g/人･日）に比べ 148g/人･日減少していま

す。

ごみ総排出量を生活系と事業系別でみると、生活系ごみは平成 16 年度に対し平成

21 年度は 7９千トン（14.１％）減の 478 千トン、事業系ごみは平成 16 年度に対

して 29 千トン（12.0％）減の 215 千トンと、共に減少傾向にあります。

表 3-1- 1 ごみ総排出量等の推移

年度

項目
H16 H17 H18 H19 H20 H21

人口 (人) 1,961,498 1,958,589 1,957,701 1,961,480 1,965,300 1,954,461

ご
み
総
排
出
量

計画収集量 (t/年) 656,639 640,581 639,829 618,201 597,443 561,226

直接搬入量 (t/年) 82,406 76,127 76,871 78,176 75,025 78,241

集団回収量 (t/年) 61,809 63,131 62,542 59,385 58,557 53,358

合計 (t/年) 800,854 779,839 779,242 755,762 731,025 692,825

生活系ごみ (t/年) 557,005 543,916 543,765 532,111 515,518 478,302

事業系ごみ (t/年) 243,849 235,923 235,477 223,651 215,507 214,523

1 人 1 日当たりのごみ排出量

(g/人･日)
1,119 1,091 1,091 1,053 1,019 971

うち生活系 (g/人･日) 778 761 761 741 719 670

うち事業系 (g/人･日) 341 330 330 312 300 301

備考：１）「ごみ総排出量」は、廃棄物処理法に基づく「廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総

合的かつ計画的な推進を図るための基本的な方針」における、「一般廃棄物の排出量（計画収集量＋

直接搬入量＋集団回収量）」と同様とした。

２）１人１日当たりのごみ排出量＝（計画収集量＋直接搬入量＋集団回収量）÷総人口÷365 又は 366
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図 3-1- 1 ごみ総排出量・１人１日当たりごみ排出量の推移

557 544 544 532 516 478

244 236 235 224 216
215

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

H16 H17 H18 H19 H20 H21

(千ｔ)

年度

事業系

生活系

ご
み
総
排
出
量

図 3-1- 2 生活系・事業系ごみ別排出量の推移
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第３章 一般廃棄物

（２）ごみ処理の現状

① ごみ処理の状況

平成２１年度における一般廃棄物(ごみ)の総排出量は 693 千トンで、集団回収量を

除いたごみ処理量は 639 千トンとなっています。そのうち、直接焼却処理された量

が 554 千トン、破砕・選別等により中間処理された量が 55 千トン、直接資源化さ

れた量が 15 千トン、中間処理されずに直接最終処分された量が 15 千トンとなって

います。

また、総資源化量は、直接資源化量、中間処理後資源化量と住民による集団回収量

を合計して 180 千トンとなっています。最終処分量は、直接最終処分量と中間処理

後の最終処分量を合計して 57 千トンとなっており、中間処理により減量化された量

は 45６千トンとなります。

集団回収量 総資源化量
53,358 180,180

リサイクル率
直接資源化量 26.0%

計画収集量 15,030
561,226 72,609

ごみ処理量 直接焼却量 焼却処理量
639,467 554,269 563,391 焼却残渣量

直接搬入量 34,263
78,241

692,825
資源化等の

中間処理量 39,183
自家処理量 55,074

191 処理残渣量
7,515

直接最終処分量 最終処分量
15,094 56,872

最終処分率
8.9%

中間処理後
資源化量

ごみ総排出量

中間処理後
資源化量

減量化量
455,773

処理残渣
9,122

備考：リサイクル率＝（直接資源化量＋中間処理後資源化量＋集団回収量）÷ごみ総排出量×100

最終処分率＝最終処分量÷ごみ処理量×100

図 3-1- 3 一般廃棄物（ごみ）処理のフロー（平成 21 年度）

ごみ処理状況の推移をみると、直接最終処分の割合が減少傾向にある一方で、直接

焼却量及び資源化等の中間処理量の割合が増加しています。

表 3-1- 2 ごみ処理状況の推移 （単位：ｔ/年）

年度

項目
H16 H17 H18 H19 H20 H21

直接焼却量 633,275 615,203 618,204 604,262 588,559 554,269

資源化等の中間処理量 54,182 56,525 56,302 54,868 56,670 55,074

直接資源化量 21,617 19,748 21,435 18,343 11,791 15,030

直接最終処分量 29,971 25,232 20,759 18,904 15,448 15,094

合計 739,045 716,708 716,700 696,377 672,468 639,467

（単位：ｔ/年）
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図 3-1- 4 ごみ処理の割合

② リサイクルの状況

ア 資源化量の推移

総資源化量は、平成 17 年度に急増し、その後微減傾向にあります。平成２１年度

の資源化の内訳は、直接資源化量が 15 千トン（8.4％）、中間処理後資源化量が

1１2 千トン（62.0％）、集団回収量が 53 千トン（29.6％）となっています。

表 3-1- 3 手法別資源化量の推移 （単位：ｔ/年）

年度

項目
H16 H17 H18 H19 H20 H21

直接資源化量 21,617 19,748 21,435 18,343 11,791 15,030

中間処理後資源化量 46,407 117,931 113,774 108,069 113,778 111,792

集団回収量 61,809 63,131 62,542 59,385 58,557 53,358

合計 129,833 200,810 197,751 185,797 184,126 180,180

備考：１）直接資源化量：市町村が収集し、当該市町村の中間処理施設を経ずに再生業者等に直接搬入される

もの

２）中間処理後資源化量：市町村が収集し、当該市町村の中間処理施設で処理された後、再生業者等に

搬入されるもの

３）集団回収量：住民団体等による回収で、市町村が用具の貸し出し、補助金の交付等により関与して

いるもの

85.7% 85.8% 86.2% 86.8% 87.5% 86.6%

7.3% 7.9% 7.9% 7.9%
8.4%

8.6%

2.9% 2.8% 3.0% 2.6%
1.8% 2.4%

4.1% 3.5% 2.9% 2.7% 2.3% 2.4%

75%

80%

85%

90%

95%

100%

H16 H17 H18 H19 H20 H21

割

合

年度

直接焼却 資源化の中間処理 直接最終処分直接資源化
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16.7% 9.9% 10.9% 9.8%
6.4% 8.4%

35.7% 58.7% 57.5% 58.2% 61.8% 62.0%

47.6%

31.4% 31.6% 32.0% 31.8% 29.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H16 H17 H18 H19 H20 H21

割

合

年度

直接資源化 中間処理後資源化 集団回収

図 3-1- 5 手法別資源化割合の推移

イ 品目別資源化量の推移

平成 21 年度の品目別の資源化量で最も多いのは、その他で 7５千トン資源化され

ており、次いで紙類、金属類、ガラス類の順となっています。その他が平成 17 年度

以降に増加しているのは、ガス化溶融施設の精製合成ガス、溶融スラグ等によるもの

です。

１人１日当たり品目別資源化量の経年変化をみると、紙類は平成 18 年度をピーク

に減少傾向、金属類及びガラス類は平成 17 年度をピークに減少傾向、ペットボトル

は平成 16 年度をピークに減少傾向、プラスチック類はほぼ横ばい状態であったもの

が平成 21 年度に増加しています。

表 3-1- 4 品目別資源化量の推移 （単位：t/年）

年度

項目
H16 H17 H18 H19 H20 H21

紙類 74,444 79,007 81,084 75,785 74,003 70,831

金属類 17,568 18,303 16,975 14,046 12,923 12,965

ガラス類 14,035 14,409 13,763 13,429 12,367 11,685

ペットボトル 5,038 2,399 2,596 2,709 2,751 2,588

プラスチック類 2,972 2,793 3,070 3,076 2,983 3,606

布類 2,673 2,970 3,494 3,291 3,500 3,785

その他 13,103 80,929 76,769 73,461 75,599 74,720

合計 129,833 200,810 197,751 185,797 184,126 180,180

備考：「その他」で平成１７年度以降に増加しているのは、ガス化溶融施設の精製合成ガス、溶融スラグ等で

ある。
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表 3-1- 5 １人１日当たり品目別資源化量の経年変化 （単位:g/人・日）

年度

項目
H16 H17 H18 H19 H20 H21

紙類 104 111 114 106 103 99

金属類 25 26 24 20 18 18

ガラス類 20 20 19 19 17 16

ペットボトル 7 3 4 4 4 4

プラスチック類 4 4 4 4 4 5

布類 4 4 5 5 5 5

その他 18 113 107 102 105 105

合計 181 281 277 259 257 253

備考：四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

図 3-1- 6 １人１日当たり品目別資源化量の推移
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ウ リサイクル率の推移

リサイクル率は、平成 16 年度（16.2％）は全国平均（17.6％）より低い値でし

たが、平成 21 年度では 26.0％と、全国平均（20.5%）を 5.5 ポイント上回ってい

ます。

16.2

25.8 25.4 24.6 25.2
26.0

17.6

19.0
19.6

20.3 20.3 20.5

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

H16 H17 H18 H19 H20 H21

(%)

年度

岡山県

全国

リ
サ
イ
ク
ル
率

備考：リサイクル率＝（直接資源化量＋中間処理後資源化量＋集団回収量）÷ごみ総排出量×100

図 3-1- 7 リサイクル率の推移
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③ 最終処分の状況

ア 最終処分量の推移

最終処分量は、年々減少傾向にあり、平成２１年度の最終処分量は 57 千トンであ

り平成 16 年度と比較するとおおむね半分程度まで減少しています。

平成 21 年度の最終処分量の内訳は、直接最終処分量が 15 千トン（26.5％）、焼

却残渣が 34 千トン(60.3％)、処理残渣が 8 千トン(13.2％)となっています。

表 3-1- 6 最終処分量の推移

年度

項目
H16 H17 H18 H19 H20 H21

直接最終処分量 （t/年） 29,971 25,232 20,759 18,904 15,448 15,094

焼却残渣埋立量 （t/年） 67,845 41,690 40,528 40,962 36,468 34,263

処理残渣埋立量 （t/年） 12,740 11,064 9,305 8,617 7,139 7,515

合計
（t/年） 110,556 77,986 70,592 68,483 59,055 56,872

（t/日） 303 214 193 187 162 156

備考：処理残渣＝焼却施設以外の中間処理施設から発生する不燃性の残渣

図 3-1- 8 最終処分量の推移
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イ 最終処分率の推移

最終処分率は年々減少傾向にあり、平成 21 年度の最終処分率は 8.9％と平成 16

年度（15.0％）より 6.1 ポイント減少しています。

15.0

10.9
9.8 9.8

8.8 8.9

16.0

14.7
13.9 13.3

12.3
11.6

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

H16 H17 H18 H19 H20 H21

(%)

年度

岡山県

全国

最
終
処
分
率

備考：最終処分率＝最終処分量÷ごみ処理量×100

図 3-1- 9 最終処分率の推移
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（３）ごみ処理施設の設置状況

① ごみ焼却施設

ごみ焼却施設は平成 2２年度末現在、26 施設で合計 2,907ｔ/日の処理能力を有

しています。平成 17 年度と比較すると施設数は減少していますが、合計処理能力は

若干増加しています。

表 3-1- 7 ごみ焼却施設の設置状況

項目

年度

施設数

合計処理

能力(t/日)

施設規模(t/日)

合計
１０未満

10 以上

100 未満

100 以上

300 未満
300 以上

平成 17 年度末
1

(3.6%)

17

(60.7%)

6

(21.4%)

4

(14.3%)

28

(100%)

2,846

平成 2２年度末
1

(3.8%)

15

(57.7%)

6

(23.1%)

4

(15.4%)

26

(100%)

2,907

備考：１）( )内は合計施設数に対する割合

２）倉敷市資源循環型廃棄物処理施設（一般廃棄物分の処理能力 303t/日）を含む。

また、ごみ焼却施設は一般に稼動後 15 年～20 年程度が更新時期といわれていま

すが、平成２２年度末現在で稼動年数が 21 年以上経過している施設は全 2６施設中

6 施設で、それらの施設の処理能力は合計で５49ｔ/日となっています。

表 3-1- 8 稼動年数別のごみ焼却施設の状況

稼働年数

項目
1～5 年 6～10 年 11～15 年 16～20 年 21 年以上 合計

施設数
1 1 8 10 6 26

(3.8%) (3.8%) (30.8%) (38.5%) (23.1%) (100%)

合計処理能力

（ｔ/日）

303 450 756 849 549 2,907

(10.4%) (15.5%) (26.0%) (29.2%) (18.9%) (100%)

備考：１）稼働年数は 2２年度末現在

２）( )内は合計値に対する割合
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図 3-1- 10 稼動年数別のごみ焼却施設

② 粗大ごみ処理施設及び資源化施設

粗大ごみ処理施設は平成 2２年度末現在、9 施設で合計 329ｔ/日の処理能力

を有しています。また、資源化施設は 17 施設で合計 177.9ｔ/日の処理能力を

有しており、合計 506.9t/日の処理能力を有しています。

平成 17 年度と比較すると施設数は 7 施設、合計処理能力は 34ｔ/日増加して

います。

表 3-1- 9 粗大ごみ処理施設・資源化施設の設置状況

項目

年度
施設 施設数

合計処理能力

(t/日）

平成 17 年度末

粗大ごみ処理施設 9 284

資源化施設 10 188.9

合計 19 472.9

平成 2２年度末

粗大ごみ処理施設 9 329

資源化施設 17 177.9

合計 26 506.9

③ 最終処分場

一般廃棄物最終処分場は、平成 22 年度末現在、25 施設が稼働しており、埋

立面積は 324 千 m2、全体容量は 2,386 千 m3 です。残余容量は 1,114 千 m3

（平成 21 年度末現在）であり、平成 17 年度末と比較すると 213 千 m3 少なく

なっています。

なお、このほか、緊急処理体制として一部市町村の焼却灰・ばいじんの溶融固

化物を受け入れている財団法人岡山県環境保全事業団の最終処分場（主に産業廃

棄物を処分）があります。
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表 3-1- 10 最終処分場の設置状況

項目

年度
施設数 埋立面積(m2)

全体容量

(m3)

残余容量

(m3)

平成 17 年度末 30 375,254 2,563,935 1,264,734

平成 2２年度末 25 324,461 2,385,850 1,113,503

備考：平成 22 年度末の残余容量は、平成 21 年度末現在である。

（４）ごみ処理経費の状況

ごみ１トン当たりの処理経費（施設改良費及びその他の費用を除く。）をみると、平

成 1６年度以降、経年的に増加しています。

平成 21 年度の処理経費は、ごみ 1 トン当たり 37,200 円であり、岡山県は全国

値より若干高い水準となっています。

31,900

34,500 33,600
33,800

35,300

37,200

30,600 30,400 30,800
32,200

33,900 34,600

20,000

25,000

30,000
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40,000
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備考：１）ごみ１トン当たりの処理経費(円/ｔ)＝処理及び維持管理費÷（計画収集量＋直接搬入量）

２）処理及び維持管理費＝人件費、処理費、車両購入費、委託費、その他の合計

図 3-1- 11 ごみ処理経費の推移
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２ 第 2 次計画の目標の達成状況

（１）第２次計画の目標の達成状況の評価

ここでは、第２次岡山県廃棄物処理計画で設定された一般廃棄物処理の目標に対す

る達成状況を平成 21 年度実績を用いて評価します。

① 第２次計画の目標

ア 排出抑制の目標

１人１日当たりの排出量を平成 22年度において 1,009g（※）とすることを目指す。

イ 資源化の目標

リサイクル率を平成２２年度において約 24％とすることを目指す。

ウ 最終処分量の削減目標

最終処分量を平成２２年度において 214 トン/日とすることを目指す。

② 達成状況の評価

ア 排出量の削減目標

現状（平成 21 年度実績）におけるごみ排出量は、１人１日当たり 897g（※）で

あり、第２次計画の平成 22 年度目標値（１人１日当たり 1,009g（※））より少なく

なっています。

イ 資源化の目標

現状（平成 21 年度実績）におけるリサイクル率は 26.0％であり、第２次計画の平

成２２年度目標値であるリサイクル率 24％より高くなっています。

ウ 最終処分量の削減目標

現状（平成 21 年度実績）における最終処分量は、156 トン/日であり、第２次計

画の平成 22 年度目標値である最終処分量 214 トン/日より少なくなっています。

（※）国におけるごみ排出量の算出方法が、平成１７年度実績から変更されており、１人１日当たりの

排出量の算定方法も同様に変更されている。

平成１６年度実績以前：ごみ排出量＝計画収集量＋直接搬入量＋自家処理量

平成１７年度実績以降：ごみ総排出量＝計画収集量＋直接搬入量＋集団回収量

なお、現在の算出方法に変更した場合、第２次計画の目標、平成２１年度実績の１人１日当たり

排出量は、それぞれ１,０９３ｇ、９７１ｇとなる。
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表 3-1- 11 第２次計画の目標値と現状

年度

項目

第 2 次計画
現状

H21 実績H16 実績 H22 目標値

ごみ排出量
(t/日) 2,026 1,949 1,752

(g/人･日) 1,033 1,009 897

（参考）

ごみ総排出量

(t/日) 2,194 2,111 1,898

(g/人･日) 1,119 1,093 971

最終処分量
(t/日) 303 214 156

(g/人･日) 154 111 80

集団回収量
(t/日) 169 175 146

(g/人･日) 86 91 75

リサイクル率 （％） 16.2 24.0 26.0

備考：１）網掛け部分は目標値である。

２）ごみ排出量＝計画収集量＋直接搬入量＋自家処理量

３）ごみ総排出量＝計画収集量＋直接搬入量＋集団回収量

４）リサイクル率＝（直接資源化量＋中間処理後資源化量＋集団回収量）÷ごみ総排出量×100

（２）ごみ処理に関する課題

① ごみ排出量の削減

ごみ総排出量及び１人１日当たりの排出量は減少傾向で推移していることから、ご

み排出量の削減に向けた取組は順調であると考えられます。今後も県民・事業者・市

町村・県が一体となり、さらなるごみ排出量の削減に向けて取り組む必要があります。

② リサイクルの推進

リサイクル率は、平成 16 年度から平成 17 年度にかけて大きく増加しましたが、

これはガス化溶融施設の稼働による再生利用推進等が影響しています。しかし平成

17 年度以降はほぼ横ばい状態となっていることから、集団回収、直接資源化、中間

処理後資源化等によるリサイクルのさらなる推進に努める必要があります。

また、小型家電製品等の製造に欠かせないレアメタルの供給が国際的に不安定な状

況となっており、レアメタルの安定的確保が我が国の課題となっています。廃棄され

ている小型家電製品等にはこれらレアメタルが多く含まれ「都市鉱山」と呼ばれ、こ

の都市鉱山からのレアメタル回収が一つの課題となっています。

また、低炭素社会の実現に向けて、再生可能な資源である廃棄物系バイオマスのエ

ネルギー利用、マテリアル利用を推進していく必要があります。

③ 最終処分量の削減

最終処分量は、年々減少傾向にあり平成 16 年度と比較するとおおむね半減してお

り、最終処分量の削減に関する取組は順調であると考えられます。その要因としては、

ごみ排出量の削減が順調であること、溶融スラグ等の焼却残渣の再生利用が実施され

たことが考えられます。今後も最終処分場の延命化等の観点から最終処分量の削減を

推進していく必要があります。
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④ ごみ処理施設の計画的な整備等

一般廃棄物の適正な処理を確保するためには、廃棄物処理施設の計画的な整備が必

要です。県では、適正処理の推進、ダイオキシン類の削減、リサイクルの推進、効率

的な施設整備等の観点から、平成 19 年 3 月に新岡山県ごみ処理広域化計画を策定し

ています。関係市町村の協議のもとで、循環型社会を形成するための基盤となる施設

の整備を推進していく必要があります。

また、近年の廃棄物の処理には、適正処理の確保とともに、温室効果ガスの排出抑

制など地球温暖化防止への配慮が求められており、新たな施設の整備や改良にあたっ

ては、ごみ発電や熱回収等などを推進していく必要があります。

一方で、廃棄物処理施設のライフサイクルコストを低減するため、効率的な更新整

備や保全管理を充実する「ストックマネジメント」の考え方を導入し、廃棄物処理施

設の長寿命化について検討していくことが必要です。

３ し尿処理の現状と課題

（１）処理形態別人口の推移

処理形態別人口は、公共下水道の普及により公共下水道人口が増加傾向で推移して

いますが、単独処理浄化槽人口、計画収集人口、自家処理人口は減少しています。

水洗化率は年々上昇傾向で推移し、平成 21 年度は 84.0％となっていますが、全

国値と比べると低い状況です。

表 3-1- 12 処理形態別人口の推移 （単位：人）

年度

項目
H16 H17 H18 H19 H20 H21

総人口 1,961,498 1,958,589 1,957,701 1,961,480 1,965,300 1,954,461

水 洗 化

人口

公共下水道人口 809,181 845,676 881,277 922,374 959,074 998,995

ｺﾐｭﾆﾃｨ･ﾌﾟﾗﾝﾄ人口 1,389 502 491 483 480 477

合併処理浄化槽人口 373,369 375,206 378,256 374,879 384,066 371,228

単独処理浄化槽人口 327,600 305,945 294,071 285,043 281,368 270,912

非 水 洗

化人口

計画収集人口 432,618 415,693 389,588 366,985 331,443 305,149

自家処理人口 17,341 15,567 14,018 11,716 8,869 7,700

水洗化率（％） 77.1% 78.0% 79.4% 80.7% 82.7% 84.0%

備考：水洗化率＝水洗化人口÷総人口×100
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図 3-1- 12 水洗化率の推移

（２）し尿等の処理の現状

し尿及び浄化槽汚泥の処理量（自家処理量を除く。）は、減少傾向で推移しており、

平成２１年度で 705 千キロリットルとなっています。

経年的には、し尿は減少、浄化槽汚泥は増加傾向で推移しており、処理量全体に占

める浄化槽汚泥量の割合は年々上昇しています。

表 3-1- 13 し尿・浄化槽汚泥処理量の推移 （単位：kl/年）

年度

項目
H16 H17 H18 H19 H20 H21

処理量 783,369 761,977 752,238 732,207 719,968 705,281

し尿 347,846 321,039 310,819 295,755 279,949 266,869

浄化槽汚泥 435,523 440,938 441,419 436,452 440,019 438,412

44.4% 42.1% 41.3% 40.4% 38.9% 37.8%

55.6% 57.9% 58.7% 59.6% 61.1% 62.2%
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し尿 浄化槽汚泥

図 3-1- 13 し尿・浄化槽汚泥処理量の割合
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平成２１年度における処理状況は、処理量全体の 91.9％がし尿処理施設で処

理され、残りが下水道投入によって処理されています。

表 3-1- 14 し尿・浄化槽汚泥の処理状況（平成２１年度）

施設

処理対象物

し尿処理施設

（ｋｌ）

下水道投入

（ｋｌ）

合計

（ｋｌ）

し尿 245,811 21,058 266,869

浄化槽汚泥 402,405 36,007 438,412

合計 648,216 57,065 705,281

構成比 91.9% 8.1% 100%

(単位：人） （単位：kl/年）
総人口 公共下水道人口

水洗化

人口

ｺﾐｭﾆﾃｨ･ﾌﾟﾗﾝﾄ人口 計画処理量

合併処理浄化槽人口

浄化槽汚泥

単独処理浄化槽人口

非水洗化

人口 計画収集人口 し尿

自家処理人口

自家処理量 自家処理

1,954,461

1,641,612

312,849

5,370

266,869

438,412

705,281

(62.2%)

(37.8%)

(100.0%)

998,995

371,228

270,912

305,149

7,700

(51.1%)

(0.02%)

477

(19.0%)

(13.9%)

(15.6%)

(0.4%)

下水道投入

57,065

8.1%21,058

下水道終末処理場

5,370

245,811

402,405

36,007

し尿処理施設

648,216

91.9%

図 3-1- 14 し尿・浄化槽汚泥処理のフロー（平成 21 年度）
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（３）し尿処理施設の設置状況

し尿処理施設は平成２２年度末現在、22 施設で合計 2,099kl/日の処理能力を有し

ています。

また、し尿処理施設は一般に稼動後 15 年～20 年程度が更新時期といわれていま

すが、平成 2２年度末現在で稼動年数が 21 年以上経過している施設は全 22 施設中

16 施設で、それらの施設の処理能力は合計で 1,515kl/日となっています。

表 3-1- 15 し尿処理施設の設置状況

項目

施設
施設数

合計処理能力

（kl/日）

し尿処理施設 22 2,099

備考：平成 22 年度末現在

表 3-1- 16 稼動年数別のし尿処理施設の状況

稼働年数

項目
1-5 年 6-10 年 11-15 年 16-20 年 21 年以上 合計

施設数
1 1 1 3 16 22

(4.5%) (4.5%) (4.5%) (13.6%) (72.7%) (100%)

合計処理能力 90 72 180 242 1,515 2,099

（kl/日） (4.3%) (3.4%) (8.6%) (11.5%) (72.2%) (100%)

備考：１）稼働年数は平成 2２年度末現在

２）( )内は合計に対する割合（四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。）
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（４）し尿処理経費の状況

し尿及び浄化槽汚泥１キロリットル当たりの処理経費（施設改良費及びその他の費

用を除く。）を経年的にみると、ほぼ横ばい傾向で推移しており、平成21年度で6,120

円/kl と全国値(8,120 円/kl)に比べて低い経費となっています。

5,910 5,960 6,140 6,230 6,350 6,120

8,710 8,460
8,110 8,310 8,300 8,120

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

H16 H17 H18 H19 H20 H21

(円/ｋｌ)

年度

岡山県 全国

し
尿
１KL

当
た
り
の
処
理
経
費

備考：１）し尿 1kl 当たりの処理経費(円/kl)＝処理及び維持管理経費÷計画処理量

２）処理及び維持管理経費：（人件費、処理費、車両等購入費、委託費、その他）の合計

図 3-1- 15 し尿処理経費の推移

（５）し尿処理に関する課題

① 汚水処理施設の整備

生活環境の改善や公共用水域の水質保全を図るため、引き続き、下水道や合併処理

浄化槽の整備促進を図るとともに、生活雑排水が処理されない単独処理浄化槽につい

ては、合併処理への転換を図るなど、汚水処理施設の整備を推進していく必要があり

ます。

② し尿処理施設の老朽化

市町村におけるし尿処理施設は、稼動年数が 21 年以上を経過している施設が全 22

施設中 16 施設あり、老朽化が懸念される状況です。今後の施設整備に当たっては、

し尿・浄化槽汚泥の衛生的な処理の確保とともに、循環型社会の形成に寄与するため、

処理過程で排出される汚泥等の有効利用などを考慮した施設とする必要があります。

ｋl
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第 2 節 一般廃棄物の将来予測と目標

１ ごみ総排出量の将来予測

（１）将来予測の方法

計画目標年度を平成 27 年度として、次の方法により、ごみ量の将来予測を行いま

した。

① 人口の将来予測

国立社会保障・人口問題研究所の推計人口を採用する。

② 生活系ごみ排出量の将来予測：

生活系ごみ排出量の将来予測：過去１０年間（平成 12 年度～平成 21 年度）の生

活系ごみ（集団回収を含む。）の１人１日当たり排出量実績を基に、過去からの傾向（ト

レンド）が将来も同様に続くものとして、トレンド法により予測（将来予測人口に１

人１日当たり排出量を乗じることにより全体量を予測）する。

③ 事業系ごみ排出量の将来予測

事業系ごみ排出量の将来予測：過去１０年間（平成 12 年度～平成 21 年度）の事

業系ごみの年間排出量実績を基に、トレンド法により予測する。

（２）ごみ総排出量の将来予測結果

過去のごみ量の推移を基に、岡山県における将来のごみ量の予測を行った結果は、

次のとおりです。

事業系ごみ排出量は若干増加が予測されますが、生活系ごみ排出量の減少が上回る

見込みであるため、平成２７年度のごみ総排出量は平成２１年度実績に比べて、２１．

１千トン減少する見込みです。

表 3-2- 1 ごみ総排出量の将来予測結果

年度

項目

実績 予測値

H12 H16 H19 H21 H27

人口 （人） 1,963,178 1,961,498 1,961,480 1,954,461 1,909,626

生活系ごみ排出量 （千 t/年） 574.1 557.0 532.1 478.3 450.9

事業系ごみ排出量 （千 t/年） 221.3 243.8 223.7 214.5 220.8

合計（ごみ総排出量） （千 t/年） 795.4 800.9 755.8 692.8 671.7

備考：１）生活系ごみ排出量は集団回収量を含む。

２）「ごみ総排出量」は、廃棄物処理法に基づく「廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の

総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な方針」における、「一般廃棄物の排出量（計画収集量

＋直接搬入量＋集団回収量）」と同様とした。

３）四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。
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図 3-2- 1 ごみ総排出量の将来予測結果

２ ごみ処理の将来予測

現状のごみ処理が継続されると仮定して、計画目標年度の平成 27 年度における処

理量の予測を行うと、下表のとおりとなります。

表 3-2- 2 ごみ処理の将来予測

年度

項目

現状 予測値

H21 H27

人口 （人） 1,954,461 1,909,626

ごみ総排出量

（千ｔ/年） 692.8 671.7

（t/日） 1,898 1,835

（g/人･日） 971 961

処理・処分量

資源化量

（千ｔ/年） 180.2 174.7

（t/日） 493.6 477.3

（g/人･日） 253 250

最終処分量

（千ｔ/年） 56.9 55.1

（t/日） 155.8 150.7

（g/人･日） 80 79

リサイクル率 26.0% 26.0%

備考：１）ごみ総排出量＝計画収集量＋直接搬入量＋集団回収量

２）資源化量＝直接資源化量＋中間処理後資源化量＋集団回収量

３）リサイクル率＝資源化量÷ごみ総排出量×100

予測値実績値
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３ 一般廃棄物の減量化の目標

国の基本方針において示された目標や本県の状況を踏まえ、次のとおり目標値を設

定します。

表 3-2- 3 国の基本方針における一般廃棄物の目標値

平成２７年度目標値

排出量 平成 19 年度比約５％削減

再生利用率 約 25％に増加

最終処分量 平成 19 年度比約 22％削減

（１）排出抑制の目標

国の目標値は、平成 19 年度から平成２７年度の８年間で排出量を５％削減するこ

ととなっています。本県における１人１日当たりの排出量は全国平均値（1,089g/

人・日）を下回っている状況にあることを踏まえ、平成 21 年度の 971g/人･日を基

準とし、国の目標値の年平均削減率の６年分 3.75％を削減することとし、935g/人･

日を目標とします。

（２）資源化の目標

国の目標値は平成 27 年度に再生利用率 25％であり、岡山県では平成２１年度実

績（26.0％）において既に上回っていることから、より進んだ目標を設定することと

し、エコビジョン 2020 における目標を踏まえ、リサイクル率 32.7％を目標としま

す。

（３）最終処分量の削減目標

国の目標値に準ずると 146t/日が目標値となりますが、排出抑制及び資源化の目標

を踏まえ、13０t/日まで最終処分量を削減することを目標とします。

平成 27 年度における 1 人 1 日当たり排出量を 935ｇとすることを目指します。

平成 27 年度におけるリサイクル率を 32.7％とすることを目指します。

平成 27 年度における最終処分量を 130t/日とすることを目指します。
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以上の一般廃棄物の減量化の目標と関係数値を整理すると次のとおりになります。

表 3-2- 4 一般廃棄物の減量化の目標と関係数値

年度

項目
H16 実績 H21 実績 H27目標値等

人口 （人） 1,961,498 1,954,461 1,909,626

ごみ総排出量

（千ｔ/年） 800.9 692.8 653.7

（t/日） 2,194 1,898 1,786

（g/人・日） 1,119 971 935

処理・処分量

資源化量

（千ｔ/年） 129.8 180.2 213.8

（t/日） 355.7 493.6 584

（g/人・日） 181 253 306

最終処分量

（千ｔ/年） 110.6 56.9 48

（t/日） 302.9 155.8 130

（g/人・日） 154 80 68

リサイクル率 16.2% 26.0% 32.7%

備考：１）網掛け部分は目標値である。

２）ごみ総排出量＝計画収集量＋直接搬入量＋集団回収量

３）資源化量＝直接資源化量＋中間処理後資源化量＋集団回収量

４）リサイクル率＝資源化量÷ごみ総排出量×100
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第３節 目標達成等に向けての取組

１ 排出者（事業者）責任の徹底・強化

（１）排出者の自主的な取組の推進

廃棄物の減量化やリサイクルを推進するため、県民は、再生品の使用、ごみの発生

の少ない商品の購入等、ごみを出さないライフスタイルを実践することが必要です。

また、事業系ごみを排出する事業者は、自らの責任において適正に処理を行うことが

原則です。

（２）リサイクル関連法に対する理解と協力

各市町村においては、分別収集計画に基づいて、容器包装廃棄物の分別収集が進め

られていますが、分別が不十分な場合は、再生利用が効率的に行えず、コストの増大

を招くおそれがあるため、分別排出への協力は非常に重要なものとなります。また、

特定家庭用機器再商品化法（以下「家電リサイクル法」という。）、使用済自動車の再

資源化等に関する法律（以下「自動車リサイクル法」という。）等に対する排出者の理

解と協力が必要です。

主 な 取 組

○ 県は、県民の一般廃棄物の排出抑制とリサイクルの推進に向けての自主的な取

組が促進されるよう、ごみゼロ社会推進事業等を通じて、啓発や情報提供を実施

します。

○ 「もったいない」をキーワードとして、３Ｒ（発生抑制、再使用、再生利用）

について県民一人ひとりの意識改革と実践活動を促すためにフォーラム等を開

催し、「おかやま・もったいない運動」を推進します。

○ エコな取組や３Ｒを促進するポスター等のコンテストなどを通じて、優れた取

組を表彰し、広く県民に紹介することによって、環境にやさしいエコなライフス

タイルへの転換を促進します。

○ 事業系ごみを多量に排出する事業者は、自ら処理計画を作成し、減量化・資源

化に取り組んでいくものとし、市町村はそれを積極的に指導するよう、県は助

言・技術的援助を行います。

主 な 取 組

○ 市町村において、第 6 期分別収集計画（平成 23 年度～27 年度）に沿った容

器包装廃棄物の分別収集が円滑に促進されるよう、県は市町村に対し技術的援助

を行います。

○ 家電リサイクル法、自動車リサイクル法に基づき、対象廃家電、使用済自動車

の適正なリサイクルが推進されるよう、県は市町村とともに、消費者・事業者に

対して必要な啓発を行います。

○ 国において検討されている使用済小型家電製品等を対象としたリサイクル制

度について、県はその検討結果を踏まえ、排出者、事業者、市町村等の役割分担

や回収処理体制について周知を行い、分別収集・回収を促進するよう働きかけま

す。
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２ 排出抑制と循環的利用の推進

（１）目標設定による排出抑制等の推進

国の基本方針や本計画には一般廃棄物の目標を掲げています。

各市町村において、これら目標を勘案しつつ、地域の実情に応じた目標を設定し、

県民・事業者・市町村が協力して、目標達成に向けた取組を実施していくことが重要

です。

（２）総合的な推進体制の強化

ごみの排出抑制やリサイクルを推進するため、県は各種制度の確立や体制づくりを

進めてきたところです。既存の体制・制度を活用するとともに、新たな体制・制度の

構築に向けた取組が必要です。

（３）事業者（製造事業者、流通販売事業者、資源回収事業者）の取組の推進

ごみの排出抑制やリサイクルをさらに推進するためには、事業者の協力が不可欠で

あり、事業者はこれらの取組が自らの社会的責任であるとの認識のもと、リサイクル

しやすい製品の開発、自らのリサイクル活動、再生品の利用促進等に努める必要があ

ります。

主 な 取 組

○ 一般廃棄物処理計画の策定（改訂）及び目標値の設定によって関係者の具体的

な行動や目標等が明らかとなり、ごみの排出抑制やリサイクルが一層推進できる

ことから、県は市町村における一般廃棄物処理計画の策定等を助言していくとと

もに、技術的な援助に努めます。

主 な 取 組

○ 県は、市町村、流通販売事業者等との連携の強化、各種イベントの開催や新聞、

ラジオ等のマスメディアを通じての住民啓発等、総合的な推進体制の強化に努め

ます。

主 な 取 組

○ 県は、市町村とともに、各事業者に対して次のような取組を要請します。

ア 製造事業者は、ごみの発生の少ない製品やリサイクルしやすい製品の製造

に努めるとともに、その容器包装についても最小限に抑えるよう努める。

イ 流通販売事業者は、商品の販売に係る容器包装を最小限に抑えるよう努

め、可能な場合は無包装、それができない場合でも極力簡易包装に努めると

ともに、資源回収への積極的な協力、排出量を増加させないような商品の販

売、再生品の販売拡大に向けた積極的な取組を行う。また、排出者が環境に

配慮した消費活動が実践できるような商品・情報の提供に努めます。

ウ 製造業者、流通販売業者は、製品・商品の輸送に当たっては、繰り返し使

える容器等の使用に努めます。

エ 資源回収事業者は、行政と連携して資源回収ルートの形成や拡大に努めま

す。
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（４）マイバッグ運動の推進

レジ袋は、商品をお店から自宅に運ぶ比較的短時間使うために大量に製造され捨て

られています。「買い物にマイバッグを持参して、レジ袋を受け取らない」という誰に

でも簡単にできることを実践することで、レジ袋に係るごみを削減できます。

マイバッグ運動は、ごみの減量化やリサイクルを推進するとともに、県民一人ひと

りが、ごみ減量化の必要性を自覚し、使い捨てのライフスタイルを見直す機会とする

運動で、身近に取り組めるごみ減量化に向けた実践活動です。

（５）家庭から排出される不用品等の利活用の促進

家庭から排出される不用品等のうち、他の家庭で利用できるものがリユースされれ

ば、家庭から排出されるごみの削減につながります。

（６）経済的手法の導入

ごみ処理の有料化は、県内の市町村においても導入が進められており、一定の減量

効果が確認されています。ごみ処理の有料化などの経済手法の導入は、ごみ排出量に

応じた費用負担の公平化やごみ問題に対する県民・事業者の意識改革の観点から推進

していく必要があります。

（７）使用済小型家電製品等のリサイクルの促進

金・銀・銅などの有用金属のほか、特定の国に偏在するレアメタルなどを含む小型

家電製品等は「都市鉱山」と呼ばれ、循環資源としての有効利用が期待されています。

現在、国においてこれらの機器を対象としたリサイクル制度の検討が行われています。

主 な 取 組

○ 県と「岡山県ごみゼロ社会プロジェクト推進会議」は、事業者や消費者・環境

団体、市町村等と協働で、レジ袋削減の啓発など、マイバッグ運動を推進します。

主 な 取 組

○ 県は、市町村に対して、ごみ処理の有料化に関する情報提供を行うとともに、

必要な助言を行います。

主 な 取 組

○ 県は、国の制度の検討を踏まえ、排出者、事業者、市町村等の役割分担や回収

処理体制について周知を行い、使用済小型家電製品等のリサイクルを促進し、有

用金属等の循環資源としての有効利用を促進していきます。

主 な 取 組

○ ３Ｒを推進するためのイベント等を通じて、不用品のリユースについて啓発し

ます。



33

第３章 一般廃棄物

（８）再生品等の使用促進

再生品の使用促進を図るためには、事業者の協力が不可欠であり、それらを県民・

事業者へ広くＰＲしていくことが重要です。

また、製品やサービスを購入する際に、環境を考慮して、必要性をよく考え、環境

への負荷ができるだけ少ないものを選んで購入することを「グリーン購入」と言いま

す。グリーン購入は、消費生活など購入者自身の活動を環境にやさしいものにするだ

けでなく、供給側の企業に環境負荷の少ない製品開発を促すことで、経済活動全体を

変えていく可能性を有しています。

（９）集団回収活動等の推進

自治会や学校等で実施されている集団回収活動は、再生利用の推進のほか、環境教

育の場としても重要な役割を担っていることから、市町村は実施団体に対して積極的

な支援を行っていく必要があります。また、民間事業者や資源回収業者の協力による

資源化物の回収も、分別と再資源化の推進のための取組として進められています。

（10）焼却灰等の再生利用促進

焼却施設から排出される焼却灰等の再生利用が実施されています。高温で焼却灰等

を溶融し、生成した溶融スラグを土木資材等として活用する方法の他、最近では、セ

メント原料としての利用や、高温で焼成処理した後に人工砂として再生利用する技術

などがあり、リサイクルの推進や最終処分量削減にもつながるため、積極的に推進し

ていく必要があります。

主 な 取 組

○ リサイクル製品の需要を喚起するため、再生品の使用促進に関する指針の周知

徹底を図るとともに、「岡山県エコ製品」の種類や品目の拡充に努め、再生品等

の普及を図ります。

○ 県における環境に配慮した製品やサービスの調達方針を定めた「岡山県グリー

ン調達ガイドライン」に基づき、率先してグリーン購入に取り組みます。また、

県下の市町村、事業者等と連携を図り、その普及啓発に努めます。

○ 「岡山県エコ製品」については、県ホームページや各種広報媒体を活用して、

県民や事業者に対し積極的にＰＲするとともに、イベントや展示会において製品

とともに優れた活用事例を紹介するなどして使用促進を図ります。

主 な 取 組

○ 県は、市町村に対し、集団回収活動に対する支援の拡充や民間事業者等の協力

などによって分別と再資源化が推進されるよう助言・技術的援助を行います。

主 な 取 組

○ 県は、溶融スラグの利用促進を図るとともに、市町村や事業者に助言・技術的

援助を行います。

○ 県は焼却灰等の再生利用について、市町村に情報提供を行うとともに、再生利

用促進のための手法や技術について調査・研究を行っていきます。
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（11）廃棄物系バイオマスの利活用等

県内の市町村や事業者において、使用済み食用油を回収し、軽油の代替燃料である

ＢＤＦ（バイオディーゼルフューエル）として利用する取組が進められています。使

用済み食用油の他、生ごみ、木くず等の廃棄物系バイオマスの利活用は、循環型社会

の形成とともに、温室効果ガスの排出削減による地球温暖化対策にも有効であること

から、その推進を図っていくことが必要です。また、生ごみ等を各家庭で適正に自家

処理することも、ごみの排出抑制対策として有効です。

３ 適正処理の推進

（１）再生・処理システムの見直し

循環型社会形成推進基本法では、まず製品等が廃棄物等となることをできるだけ抑

制するとともに適正な循環的な利用（再使用、再生利用、熱回収）を促進し、循環的

な利用が行われないものについては適正に処分することを規定しています。したがっ

て、再生・処理システムにおいては、この考え方を念頭に置いた取組を推進する必要

があります。

一般廃棄物の処理責任を負う市町村にあっては、廃棄物処理システムを循環型社会

の概念に適したものに変えていくとともに、県民の廃棄物処理に対する不安を解消し

ていくため、安全で信頼性の高い処理技術を導入していく必要があります。

主 な 取 組

○ 県は、廃棄物系バイオマスの利活用に関する情報を市町村に提供するととも

に、市町村が廃棄物系バイオマスの利活用に係る取組を推進しようとする際、助

言・技術的援助を行います。

○ 県は、市町村に対し、家庭用生ごみ処理容器の購入補助や普及・啓発活動等の

推進による排出抑制について助言・技術的援助を行います。

主 な 取 組

○ 排出されたものはできるだけリユース（再使用）、リサイクル（再生利用）し、

資源として使用できないものは熱回収する等、県民、事業者、行政がそれぞれの

立場で、適正な循環的な利用及び処分に取り組んでいくものとします。

○ 特に市町村においては、ごみ処理施設の整備に当たって新処理技術の導入によ

り、より高度な資源化等のできる施設を導入して、最終処分量をできるだけ減ら

すとともに、環境保全対策に配慮した安全で信頼性の高い処理技術の導入促進を

図ることとし、県はその施設整備に当たって情報提供、市町村間の調整その他の

技術的援助を行います。
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（２）ダイオキシン類排出の削減

ダイオキシン類については、排出削減対策の推進により一定の成果が上がっていま

す。さらなる排出削減には施設の集約等を促進していくことが必要です。

（３）焼却灰等の適正処理の確保

市町村は、区域内の一般廃棄物処理計画を定め、それに従って一般廃棄物の処理を

行うこととされています。また、焼却灰等の一般廃棄物の処理を民間事業者に委託す

る場合についても、市町村は最終処分が完了するまでの適正な処理を確保する必要が

あります。

（４）不法投棄等の不適正処理の防止

不法投棄等の環境犯罪は、地域の環境保全に悪影響を及ぼすことから、防止策を講

じるとともに、早期発見できるシステムを構築することが必要です。

主 な 取 組

○ 市町村によるごみ処理施設の整備に当たっては、ごみ処理の広域化による施設

の集約やダイオキシン類の環境への排出を可能な限り抑制できる技術を導入す

るなど、ダイオキシン類のより一層の削減に取り組むよう助言します。

主 な 取 組

○ 県は、市町村による一般廃棄物の処理及び処理体制の整備について必要な助

言・技術的援助を行います。

○ 現在最終処分場を有しない市町村に対しては、引き続き市町村による処理体制

の整備を助言していくとともに、ごみ処理広域化の過渡期等における緊急処理と

して、平成 15 年度から実施している焼却灰・飛灰の県内の民間溶融処理施設・

最終処分場を活用した処理体制を当面継続しながら今後の体制について検討し

ていきます。

主 な 取 組

○ 県は、市町村が取り組んでいる不法投棄等の不適正処理に対する監視・指導体

制について、必要な助言・技術的援助を行います。
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（5）災害時の廃棄物処理体制の整備

台風や地震などによる災害に際し、地域住民の生活環境を速やかに回復するために

は、災害廃棄物の迅速かつ適正な処理が必要です。

（6）海ごみ対策の推進

県内では、瀬戸内海の環境保全のための様々な取組が行われてきたところですが、

近年、河川や海岸等を通じて海域に流入した海ごみによる環境・景観の悪化、漁業被

害等が問題になっています。海岸への漂着ごみについては、平成 21 年に、美しく豊

かな自然を保護するための海岸における良好な景観及び環境の保全に係る海岸漂着物

等の処理等の推進に関する法律（以下、「海岸漂着物処理推進法」という。）が施行さ

れています。また、県では漁業者、漁業協同組合、沿岸市と連携した海底ごみの処理

体制を構築しています。

４ 廃棄物処理施設の計画的な整備の促進

（１）ごみ処理施設の整備促進

一般廃棄物の適正な処理を確保するためには、廃棄物処理施設の計画的な整備を促

進していく必要があります。県では、適正処理の推進、ダイオキシン類の削減、リサ

イクルの推進、効率的な施設整備等の観点から、平成 19 年 3 月に新岡山県ごみ処理

広域化計画を策定しています。関係市町村の協議のもとで、循環型社会を形成するた

めの基盤となる施設の整備を推進していく必要があります。

主 な 取 組

○ 災害発生時における災害廃棄物を適正に処理するため、国から「震災廃棄物対

策指針」、「水害廃棄物対策指針」が示されています。県は、これらの指針に基づ

き、市町村が策定する「災害廃棄物処理計画」について必要な助言・技術的援助

を行います。

○ 災害廃棄物処理は、単独市町村では困難な場合があるため、市町村間の広域的

な連携体制が確保されるよう、県は、各市町村の災害廃棄物処理計画を考慮しな

がら、市町村に対して情報提供や助言等を行うとともに、社団法人岡山県産業廃

棄物協会、岡山県環境整備事業協同組合等との協力体制の活用を図ります。

○ 市町村が災害時にがれき等の災害廃棄物を保管するためのストックヤード整

備について検討する場合、助言・技術的支援を行います。

主 な 取 組

○ 県は、海岸漂着物処理推進法の趣旨を踏まえ、市町村等と連携し、河川流域や

海岸等におけるごみの投棄防止や発生抑制について意識啓発・周知を行います。

また、海岸管理者、市町村等に対し必要な助言・技術的支援を行うなど海岸漂着

物対策の推進を図ります。

○ 漁業者、漁業協同組合、沿岸市、県で構築した海底ごみの処理体制を継続する

とともに、さらなる取り組みの拡大を目指します。
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（２）し尿処理施設の整備促進

生活環境の改善や公共用水域の水質保全を図るためには、汚水処理施設を効率的か

つ効果的に整備する必要があります。県は下水道、集落排水、合併処理浄化槽等の汚

水処理施設整備を適切な役割分担のもと、計画的に整備するための長期的な指針とし

て「クリーンライフ１００構想」を策定しています。

し尿処理施設については、し尿等の衛生的な処理を確保するため、必要な処理体制

の維持等を図っていく必要があります。また、し尿処理施設の整備に当たっては、処

理過程で排出される汚泥等の有効利用を考慮した施設を推進していく必要があります。

（３）地球温暖化防止に配慮した施設整備等

近年の廃棄物の処理には、適正処理の確保とともに、温室効果ガスの排出抑制など

地球温暖化防止への配慮が求められており、新たな施設の整備や改良に当たっては、

ごみ発電や熱回収等などを推進していく必要があります。

また、生ごみ、木くず、し尿処理汚泥、浄化槽汚泥等の廃棄物系バイオマスの利活

用は、循環型社会の形成とともに、温室効果ガスの排出削減により地球温暖化対策に

も資することから、その推進を図っていくことが必要です。

主 な 取 組

○ ごみ処理広域化の具体化に向けて協議等を進めている市町村に対し、十分な研

究と協議が深められるよう、県は積極的に助言・技術的援助を行います。

○ ごみ処理施設、リサイクル施設、最終処分場等の基盤的施設の整備については、

より高度なエネルギー回収や資源化が可能な施設が整備され、最適な事業形態の

選択が行われるよう、県は助言・技術的援助を行います。

○ 市町村が廃棄物処理施設を整備するに当たり、国からの財政支援制度である循

環型社会形成推進交付金制度が有効に活用されるよう、市町村に周知を行いま

す。また、交付金を活用する市町村に循環型社会形成推進地域計画の策定及び実

施について必要な助言・技術的援助を行います。

主 な 取 組○ 県は、市町村においてクリーンライフ１００構想を踏まえた各汚水処理施設の

整備事業（下水道事業、集落排水事業及び浄化槽事業）が促進されるよう助言を

行います。

○ し尿処理施設の整備については、し尿、浄化槽汚泥のほかに生ごみ等の有機性

廃棄物を併せて処理し、資源回収を行う汚泥再生処理センター等の整備が推進さ

れるよう、県は助言・技術的援助を行います。

主 な 取 組
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（４）廃棄物処理施設の長寿命化・延命化

廃棄物処理施設は他の都市施設と比較すると建設に高額な費用を要する上、施設全

体として耐用年数が短い特徴があります。一方で、地方公共団体の財政状況は厳しい

状況にあり、既存の廃棄物処理施設を有効利用するため、施設の機能を効率的に維持

することが急務となっています。

こうした状況を踏まえ、国では、廃棄物処理施設の長寿命化を図り、そのライフサ

イクルコストを低減することを通じ、効率的な更新整備や保全管理を充実する「スト

ックマネジメント」の導入を推進しています。

主 な 取 組

○ 市町村における新たな施設整備や施設の改良にあたっては、ごみ発電や熱回収

等を積極的に取り入れた施設・設備の導入が行われるよう、県は市町村に対して、

助言・技術的支援を行います。

○ 市町村におけるし尿・浄化槽汚泥の処理施設の整備にあたっては、メタン・リ

ン回収、たい肥化等の施設による資源回収が行われるよう、県は市町村の事情を

踏まえた上で適切な助言・技術的援助を行います。

○ 県は、市町村による生ごみ、木くず等の廃棄物系バイオマスの利活用への取組

を推進する観点から、必要な助言・技術的支援を行います。

○ 県は、一般廃棄物の収集運搬に関して、低公害車の導入やバイオ燃料の利用等

を進めるよう、市町村に対して助言・技術的支援を行います。

主 な 取 組

○ 県は、市町村に対して廃棄物処理施設の長寿命化計画の策定について助言・技

術的指導を行います。

○ 市町村における廃棄物処理施設の長寿命化計画の策定及び基幹的設備改良事

業の実施にあたっては、循環型社会形成推進交付金制度が有効に活用され、施設

の計画的かつ効率的な維持管理や更新が推進されるよう助言・技術的支援を行い

ます。
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５ 廃棄物情報の共有化と相互理解

（１）情報提供の推進

県民や事業者への説明責任や廃棄物処理をめぐる課題の共有等の面から、各主体に

おける情報の共有は重要な課題となっています。多くの情報を分かりやすい表現で県

民や事業者に伝えていくことが重要です。

（２）環境教育・環境学習の推進

県民や事業者が環境に配慮した行動を実践することは、環境保全や循環型社会形成

において重要な要素であり、環境教育や環境学習を県全体で推進していくことが重要

です。

主 な 取 組

○ 岡山県循環資源総合情報支援センターでは、インターネット等を活用して情報

交換の円滑化を図ります。

ア 企業間における循環資源に関する情報交換

イ 事業者及び県民への廃棄物等の発生抑制並びに適正な循環資源の循環的な

利用及び処分に資する情報提供

ウ 循環型社会の形成に関する事業者及び県民の意識の向上を図るために必要

な情報提供

主 な 取 組

○ 岡山エコタウンプランに掲げる環境教育・環境学習を促進するために設置し

た、県民、環境団体等が集い、環境学習ができる「岡山県環境学習協働推進広場」

を拠点として、ＮＰＯ等環境活動団体と協働して環境学習に取り組みます。また、

岡山エコタウン関係施設巡回見学受け入れ事業等も進めます。

○ 循環型社会の形成推進のためには、行政、県民、事業者が一体となり、地域社

会をあげて環境保全に取り組むことが重要であることから、県民一人ひとりの排

出抑制やリサイクル品の利用促進など、地球環境問題や環境保全等につながる身

近で具体的な行動を促進するために環境教育を推進します。

○ 行政と地域コミュニティ、地域住民等が協働して環境学習に取組み、地域での

環境配慮型ライフスタイルへの転換を促進します。

○ 小中学校の児童生徒を対象に教材を使用した学習と実践行動を通した継続的

な環境学習を行い、その成果を周囲の教職員、家庭等に波及させるなど効果的な

環境学習を推進します。

ア 環境先進企業や廃棄物処理施設等の見学体験等を行う環境学習エコツアー

の実施

イ 移動環境学習車を活用した環境学習出前講座の実施
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（３）循環型社会づくりに向けた一般廃棄物処理システムの指針等の活用

市町村が分別収集区分や処理方法等の一般廃棄物処理システムの変更や新規導入を

図る際には、変更や新規導入の必要性と環境負荷面、経済面等に係る利点を、住民や

事業者に対して明確に説明することが求められます。

一般廃棄物の処理に関する事業のコスト分析手法や有料化、分別収集区分・適正な

循環的利用・適正処分の考え方などについては、「一般廃棄物会計基準」、「一般廃棄物

処理有料化の手引き」、「市町村における循環型社会づくりに向けた一般廃棄物処理シ

ステムの指針」等が示されており、地域の実情に応じた循環型社会の形成に向けた最

適な処理システムの構築を図っていく必要があります。

主 な 取 組

○ 県は、市町村に対し、一般廃棄物処理システムの指針等の活用を促し、地域の

実情に応じた最適な廃棄物処理システムの構築を図っていくよう助言・技術的援

助に努めます。
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第４章 産業廃棄物

第１節 産業廃棄物の現状と課題

１ 排出量の現状と課題

農業を除く産業廃棄物の排出量は、平成 19 年度をピークにその後は減少に転じ、

平成 21 年度においては 5,73８千トンで、平成 16 年度（6,977 千トン）から約

1,239 千トンの減少となっています。

備考：平成 17～20 年度は簡易調査

図 4-1-1 産業廃棄物排出量の推移

この間の県内の景気動向について、産業廃棄物排出量の推計に用いた２つの主な経

済指標でみると、元請完成工事高（建設業）は平成 16 年度以降も公共・民間工事等

の減少に伴って減少傾向が続いており、もう一方の製造品出荷額等（製造業）は平成

20 年度まで増加傾向

にあったものの、世界

的な金融危機に端を発

した国内経済の急速な

悪化（景気後退）の影

響を受け、平成 21 年

度は大幅な減少に転じ

るなど、いずれの指標

も排出量の減少に大き

く影響しているものと

考えられます。

備考：製造品出荷額等は年間額、元請完成工事高は年度額で集計

図４-1-2 産業廃棄物排出量に関連する経済指標の推移
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（単位：千t/年）

増減率

構成比（％） 構成比（％） （％）

合 計 6,977 100.0 5,738 100.0 -17.8

汚 泥 4,133 59.2 3,329 58.0 -19.5

が れ き 類 1,004 14.4 647 11.3 -35.6

ば い じ ん 478 6.8 632 11.0 32.2

鉱 さ い 458 6.6 229 4.0 -50.0

廃 プ ラ ス チ ッ ク 類 194 2.8 193 3.4 -0.5

そ の 他 710 10.2 708 12.3 -0.3

Ｈ１６ Ｈ２１年度

種類

（単位：千t/年）

増減率

構成比（％） 構成比（％） （％）

合 計 6,977 100.0 5,738 100.0 -17.8

製 造 業 4,185 60.0 3,403 59.3 -18.7

電 気 ・ 水 道 業 1,161 16.6 1,104 19.2 -4.9

建 設 業 1,245 17.8 803 14.0 -35.5

鉱 業 263 3.8 270 4.7 2.7

そ の 他 123 1.8 158 2.8 28.5

Ｈ１６ Ｈ２１年度

業種

（１）産業廃棄物の排出量

① 種類別排出量

平成 21 年度の排出量を種類別にみると、汚

泥が 3,329 千トン（排出量の 58.0%）で最も

多く、次いでがれき類が 647 千トン（同

11.3%）、ばいじんが 632 千トン（同 11.0%）、

鉱さいが 229 千トン（同 4.0%）、廃プラスチ

ック類が 193 千トン（同 3.4%）等となって

おり、この 5 種類で全体の 87.7%を占めてい

ます。

図 4-1-3 種類別排出量

平成 16 年度と比べると、汚泥、がれき類、鉱さいなどが減少しており、特に鉱さ

い、がれき類の減少が顕著です。

表 4-1-1 種類別排出量の比較

② 業種別排出量

排出量を業種別にみると、製造業が 3,403

千トン（排出量の 59.3%）で最も多く、次い

で電気・水道業が 1,104 千トン（同 19.2%）、

建設業が 803 千トン（同 14.0%）、鉱業が 270

千トン（同 4.7%）等となっており、この 4 業

種で全体の 97.2%を占めています。

平成 16 年度と比べると、排出量の多い上位

3 業種は、いずれも減少しており、特に建設業、

製造業の減少が顕著です。

図 4-1-4 業種別排出量

表 4-1-2 業種別排出量の比較

排出量

5,738

千t／年

鉱さい

229

(4.0％)

汚泥

3,329

(58.0％)

廃プラスチック類

193

(3.4％)

その他 708

(12.3％)

がれき類

647

(11.3％)

ばいじん

632

(11.0％)

排出量

5,738

千t／年

建設業

803

(14.0％)

電気・

水道業

1,104
(19.2％)

製造業

3,403
(59.3％)

その他 158 (2.8％)鉱業 270 (4.7％)
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排出量

152.5

千t／年

特定有害

産業廃棄物

78.9
(51.7％)廃アルカリ

15.8

(10.4％)

廃油

31.6

(20.7％)

感染性廃棄物

9.6 (6.3％）

廃酸

16.7

(10.9％)

（単位：千ｔ/年）

構成比（％） 構成比（％）

6,977 100.0 5,738 100.0 -17.8

特 別 管 理 産 業 廃 棄 物 87.5 1.3 152.5 2.7 74.3

増減率（％）

産 業 廃 棄 物

Ｈ１６ Ｈ２１年度

区分

（2）特別管理産業廃棄物の排出量

平成 21 年度における特別管理産業廃棄物の排出量は 152.5 千トン（産業廃棄物

量の内数）となっています。

特別管理産業廃棄物の排出量を種類別にみると、特定有害産業廃棄物（主にばいじ

ん）が 78.9 千トン（排出量の 51.7％）で最も多く、次いで、廃油が 31.6 千トン

（同 20.7％）、廃酸が 16.7 千トン（同 10.9％）、廃アルカリが 15.8 千トン（同

10.4％）、感染性廃棄物が 9.6 千トン（同 6.3％）となっています。

また、業種別では、製造業が 135.7 千トン（同 89.0％）で、その大部分を占めて

います。

表 4-1-3 特別管理産業廃棄物の比較

備考：特別管理産業廃棄物は、産業廃棄物の内数

図 4-1-5 種類別排出量 図 4-1-6 業種別排出量

排出量

152.5

千t／年

製造業

135.7

(89.0％)

その他1.1 (0.6％)建設業6.8(4.5％)

医療・福祉

8.9

(5.9％)
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(単位：千ｔ / 年)

排出量 減量化量

152.5 自己減量化量 66.5
( 100.0% ) 19.1 ( 43.6% )

( 12.5% )

自己再生利用量 再生利用量

41.1 73.9
( 26.9% ) 47.3 ( 48.4% )

委託処理量 32.8

92.3
( 60.5% ) 12.2 保管量

搬出量

92.3 ( 0.0% )
( 60.5% )

最終処分量

自己最終処分量 12.2
( 8.0% )

( 0.0% )

２ 処理の現状

岡山県内で生じた平成 21 年度の産業廃棄物の排出量 5,738 千トンのうち、排出

事業者自らの中間処理による減量化量は 2,706 千トン（排出量の 47.2％）、再生利

用量は 731 千トン（同 12.7％）で、これらを除いた搬出量（処理を目的に事業場等

から搬出した産業廃棄物量）は 2,301 千トン（同 40.1％）となっています。

搬出量のほとんどは処理業者等によって処理（委託処理量：2,255 千トン）されて

おり、委託処理後の内訳をみると、中間処理による減量化量が 585 千トン（委託処

理量の 26.0％）、再生利用量が 1,376 千トン（同 61.0％）、最終処分量が 293 千

トン（同 13.0％）となっています。

以上、産業廃棄物の排出量及び処理の流れをまとめると、排出量 5,738 千トンは、

脱水や焼却等の中間処理によって 3,291 千トン（排出量の 57.4％）が減量化され、

2,107 千トン（同 36.7％）が再生利用されており、335 千トン（同 5.8％）が埋立

てによって最終処分されています。

そのうち、特別管理産業廃棄物の処理状況は、図 4-1-8 のとおりです。

備考：図中の数値は、四捨五入の関係で終始が合わない場合がある。

図 4-1-7 産業廃棄物の排出及び処理状況の概要

備考：図中の数値は、四捨五入の関係で終始が合わない場合がある。

図 4-1-8 特別管理産業廃棄物の排出及び処理状況の概要

(単位：千ｔ / 年)

( 40.1% )

搬出量

2,301

2,255
( 39.3% )

( 100.0% ) 2,706

自己再生利用量

自己減量化量

排出量

5,738

( 0.1% )

( 12.7% )

減量化量

( 0.7% )

自己最終処分量

41
335

( 5.8% )

5

( 47.2% )

( 36.7% )

( 57.4% )

731
585

1,376委託処理量

最終処分量

保管量

再生利用量

2,107

3,291

293
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減量化量

3,291
千ｔ／年

汚泥

3,034
(92.2％)

廃アルカリ

85 (2.6％)

廃プラスチック類

116

(3.5％)

その他

56

（1.7％）

（単位：千t/年）

増減率

構成比（％） 構成比（％） （％）

3,798 100.0 3,291 100.0 -13.3

自 己 減 量 化 量 3,530 92.9 2,706 82.2 -23.3

委 託 減 量 化 量 268 7.1 585 17.8 118.3

減 量 化 量

Ｈ１６ Ｈ２１年度

項目

（単位：千t/年）

増減率

構成比（％） 構成比（％） （％）

2,659 100.0 2,107 100.0 -20.8

自 己 再 生 利 用 量 748 28.1 730 34.7 -2.4

委 託 再 生 利 用 量 1,911 71.9 1,376 65.3 -28.0

再 生 利 用 量

Ｈ１６ Ｈ２１年度

項目

（１）中間処理による減量化の現状

中間処理による減量化量は、県全体で 3,291 千トン、これを種類別にみると、汚

泥が 3,034 千トン（減量化量の 92.2％）で大部分を占めており、以下、廃プラスチ

ック類が 116 千トン（同 3.5％）、廃アルカリが 85 千トン（同 2.6％）等となって

います。

また、業種別にみると、製造業が 1,94５千トン（同 59.1％）で最も多く、次いで

電気・水道業が 991 千トン（同 30.1％）、鉱業が 25４千トン（同 7.7％）等とな

っています。

表 4-1-4 減量化量の比較

図 4-1-9 種類別減量化量 図 4-1-10 業種別減量化量

（２）再生利用の現状

再生利用された量は、県全体で 2,107 千トン、これを種類別にみると、がれき類

が 596 千トン（再生利用量の 28.3％）で最も多く、次いでばいじんが 563 千トン

（同 26.7％）、汚泥が 225 千トン（同 10.7％）、鉱さいが 197 千トン（同 9.3％）、

ガラス･コンクリート･陶磁器くずが 113 千トン（同 5.4％）、木くずが 111 千トン

（同 5.3％）、金属くずが 95 千トン（同 4.5％）等となっています。

業種別でみると、製造業が 1,276 千トン（同 60.6％）で最も多く、次いで建設業

が 694 千トン（同 32.9％）、電気・水道業が 63 千トン（同 3.0％）となっていま

す。

表 4-1-5 再生利用量の比較

備考：四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

減量化量

3,291

千ｔ／年

電気・水道業

991
(30.1％)

製造業

1,945

(59.1％)

その他
101 （3.1％）

鉱業

254

（7.7％）
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再生利用量

2,107

千ｔ／年
鉱さい

197

(9.3％)

木くず

111

(5.3％)

ばいじん

563
(26.7％)

金属くず

95 （4.5％） がれき類

596
(28.3％)

汚泥

225

(10.7％)

ガラス・コン

クリート・

陶磁器くず
113

(5.4％)

その他207 (9.8％）

図 4-1-11 種類別再生利用量 図 4-1-12 業種別再生利用量

再生利用量

2,107

千ｔ／年

電気・水道業

63

(3.0％)
製造業

1,276

(60.6％)

その他74 （3.5％）

建設業

694

（32.9％）
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最終処分量

335

千ｔ／年

鉱さい

45

(13.6％)
ガラス・コンクリート・陶磁器くず

44 (13.3％)

汚泥

68
(20.3％)

その他43（12.8％）

がれき類

41
(12.2％)

ばいじん

55

(16.4％)

燃え殻

38

(11.4％)

（単位：千t/年）

増減率

構成比（％） 構成比（％） （％）

510 100.0 335 100.0 -34.3

自 己 最 終 処 分 量 64 12.5 41 12.2 -35.9

委 託 最 終 処 分 量 446 87.5 293 87.8 -34.3

最 終 処 分 量

Ｈ１６ Ｈ２１年度

項目

（３）最終処分の現状

最終処分された量は、県全体で 335 千トンとなっています。

最終処分量を処理主体別にみると、排出事業者による自己最終処分量が 41 千トン

（最終処分量の 12.2％）、処理業者等による委託最終処分量が 29３千トン（同

87.8％）となっており、８割以上が委託による最終処分です。これを平成 16 年度と

比べると、自己最終処分量、委託最終処分量ともに大きく減少しています。

最終処分量を種類別にみると、汚泥が 68 千トン（同 20.3％）で最も多く、次い

でばいじんが 55 千トン（同 16.4％）、鉱さいが 45 千トン（同 13.6％）、ガラス･

コンクリート･陶磁器くずが 44 千トン（同 13.3％）、がれき類が 41 千トン（同

12.2％）、燃え殻が 38 千トン（同 11.4％）等となっています。

また、業種別では、製造業が 178 千トン（同 53.3％）で最も多く、次いで建設業

が 82 千トン（同 24.6％）、電気・水道業が 50 千トン（同 15.0％）等となってい

ます。

表 4-1-6 最終処分量の比較

備考：四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

図 4-1-13 種類別最終処分量 図 4-1-14 業種別最終処分量

最終処分量

335

千ｔ／年

電気・水道業

50

(15.0％)

製造業

178

(53.3％)

その他 13 （3.9％）

建設業

82

（24.6％）

卸・小売業

11 (3.2％)
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廃プラスチック類
18

(2.8％)

県外搬出量

645
千ｔ／年

ばいじん
186

(28.8％)

鉱さい
85

(13.2％)

汚泥
225

(34.9％)

ガラス・コンクリート

・陶磁器くず
22

(3.4％)

廃油
27

(4.2％)

その他 82 (12.7％)

（単位：千t/年）

Ｈ１６ Ｈ２１

中 間 処 理 506 601

最 終 処 分 32 44

合 計 538 645

汚 泥 50 225

ば い じ ん 142 186

鉱 さ い 175 85

廃 油 30 27

ガ ラ ス ・ コ ン ク リ ー ト
・ 陶 磁 器 く ず

17 22

廃 プ ラ ス チ ッ ク 類 37 18

そ の 他 87 82

合 計 538 645

処
理
内
訳

種
類
内
訳

年度

区分

3 広域移動の現状

（１）県外への搬出状況

平成 21 年度における県内の産業廃棄物の排出量は 5,738 千トン、このうち県外

へ搬出され、処理された産業廃棄物（県外搬出量）は 645 千トンで、排出量の 11.2％

となっています。県外搬出量の処理内訳をみると、中間処理が 601 千トン（県外搬

出量の 93.2％）で大部分を占めており、最終処分は 44 千トン（同 6.8％）となっ

ています。

平成 16 年度と比較すると、中間処理、最終処分のいずれも増加しています。なお、

中間処理では、その大部分がセメント原燃料や路盤材等にリサイクルとなっており、

最終処分では、排出事業者による埋立処分（県外自己最終処分）が主なものとなって

います。

表 4-1-7 県外搬出量の処理状況

備考：産業廃棄物実態調査結果（H17、H22 年度）をもとに集計

また、種類別にみると、汚泥が 225 千トン（同 34.9％）で最も多く、以下、ばい

じんが 186 千トン（同 28.8％）、鉱さいが 85 千トン（同 13.2％）、廃油が 27 千

トン（同 4.2％）、ガラス・コンクリート・陶磁器くずが 22 千トン（同 3.4％）、廃

プラスチック類が 18 千トン（同 2.8％）等となっています。

図 4-1-15 種類別の県外搬出量



49

第４章 産業廃棄物

その他

115

(20.2％)

廃油

40

(7.0％)

県内搬入量

569

千ｔ／年

汚泥

136

(23.9％)

廃アルカリ

55

(9.7％)

鉱さい

54

(9.6％)

ガラス・コンクリート

・陶磁器くず

27
(4.7％)

廃プラスチック類

57

(10.0％)

がれき類

85

(14.9％)

（単位：千t/年）

Ｈ１６ Ｈ２１

中 間 処 理 333 413

最 終 処 分 376 156

合 計 709 569

汚 泥 126 136

が れ き 類 90 85

廃 プ ラ ス チ ッ ク 類 137 57

廃 ア ル カ リ 42 55

鉱 さ い 45 54

廃 油 52 40

ガ ラ ス ・ コ ン ク リ ー ト
・ 陶 磁 器 く ず

51 27

そ の 他 166 115

合 計 709 569

処
理
内
訳

種
類
内
訳

年度

区分

（２）県内への搬入状況

平成 21 年度に県内に搬入され、処理された産業廃棄物（県内搬入量）は 569 千

トンで、処理の内訳をみると、中間処理が 413 千トン（県内搬入量の 72.6％）、最

終処分は 156 千トン（同 27.4％）となっています。

平成 16 年度と比較すると、中間処理は増加、最終処分は大きく減少しています。

表 4-1-8 県内搬入量の処理状況

備考：産業廃棄物処分実績報告書をもとに集計

また、種類別にみると、汚泥が 136 千トン（同 23.9％）で最も多く、以下、がれ

き類が 85 千トン（同 14.9％）、廃プラスチック類が 57 千トン（同 10.0％）、廃ア

ルカリが 55 千トン（同 9.7％）、鉱さいが 54 千トン（同 9.6％）、廃油が 40 千ト

ン（同 7.0％）、ガラス・コンクリート・陶磁器くずが 27 千トン（同 4.7％）等とな

っています。

図 4-1-16 種類別の県内搬入量
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（単位：業者数）

収集運搬業 7,410 (4,922) 7,361 (4,826) 7,119 (4,591) 6,937 (4,433) 6,446 (3,932)

中間処理 354 (216) 355 (216) 343 (203) 359 (219) 357 (217)

最終処分 14 (8) 11 (6) 9 (6) 9 (6) 9 (6)

中間処理・最終処分 15 (9) 14 (8) 12 (8) 11 (8) 11 (8)

7,793 (5,155) 7,741 (5,056) 7,483 (4,808) 7,316 (4,666) 6,823 (4,163)

収集運搬業 882 (584) 944 (617) 931 (597) 949 (609) 946 (595)

中間処理 18 (14) 20 (16) 20 (16) 20 (16) 21 (16)

最終処分 3 (2) 1 (0) 2 (1) 2 (1) 2 (1)

中間処理・最終処分 0 (0) 1 (1) 0 (0) 0 (0) 0 (0)

903 (600) 966 (634) 953 (614) 971 (626) 969 (612)

8,696 (5,755) 8,707 (5,690) 8,436 (5,422) 8,287 (5,292) 7,792 (4,775)合 計

産 業 廃
棄 物

処
分
業

小 計

特 別 管
理 産 業
廃 棄 物 処

分
業

小 計

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２区分
年度

４ 産業廃棄物処理施設等の状況

（１）処理業者の許可状況

平成 2２年度末現在の処理業の許可業者数は、県全体で 7,792（産業廃棄物処理

業：6,823、特別管理産業廃棄物処理業：969）となっています。

平成 18 年度以降の許可業者数の推移をみると、産業廃棄物の収集運搬業者は減少

傾向にありますが、その他はおおむね横ばいとなっています。

表 4-1-9 産業廃棄物処理業の許可状況

備考：（ ）内は、岡山市及び倉敷市の業者数（内数）を示す。
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A B B/A

（平成21年度末）

区 分
最終処分量 残存容量 残余年数

（千t/年） （千） （年）

県内の最終処分場 428 5,184 12

（２）処理施設の設置状況

平成 2２年度末現在の処理施設の設置数は、県全体で 504（中間処理施設：459、

最終処分場：45）となっています。施設の種類別では、木くず、がれき類の破砕施設

が 239 で最も多く、以下、汚泥の脱水施設が 55、産業廃棄物の焼却施設が 47、廃

プラスチック類の破砕施設 42 等となっています。

平成 18 年度以降の施設数の推移をみると、木くず、がれき類の破砕施設は増加し

ていますが、その他の施設ではいずれもおおむね横ばい、あるいは減少しています。

表 4-1-10 廃棄物処理施設の設置状況

備考：（ ）内は、岡山市及び倉敷市の施設数（内数）を示す。

県内における最終処分場の残存容量については、平成 21 年度末現在で 5,184 千

ｍ３、最終処分場の残余年数でみると約 12 年となります。

なお、県では、平成 18 年度に事業主体である財団法人岡山県環境保全事業団と連

携し、倉敷市水島沖に公共関与による管理型最終処分場（公共関与臨海部新処分場）

の整備を進め、平成 21 年 4 月から供用を開始しています。

表 4-1-11 最終処分場の残余年数の推計

備考：1）ｔとｍ3 の換算比を１とする。

2）最終処分量は、県外から搬入される産業廃棄物を含む。

（単位：施設数）

施設の区分

中間処理施設 57 (39) 59 (41) 59 (41) 59 (39) 55 (38)

10 (3) 10 (3) 9 (3) 9 (3) 8 (3)

19 (17) 17 (15) 17 (15) 19 (17) 20 (17)

6 (4) 6 (4) 6 (4) 6 (4) 8 (6)

15 (13) 15 (13) 15 (13) 17 (15) 18 (15)

38 (26) 38 (27) 39 (28) 42 (31) 42 (31)

15 (11) 15 (11) 15 (11) 18 (14) 19 (14)

203 (113) 249 (159) 221 (128) 236 (136) 239 (138)

1 (0) 1 (0) 1 (0) 0 (0) 0 (0)

2 (2) 2 (2) 2 (2) 2 (2) 2 (2)

廃PCB等の焼却施設 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 1 (0)

49 (36) 49 (36) 47 (36) 49 (38) 47 (36)

415 (264) 461 (311) 431 (281) 457 (299) 459 (300)

最終処分場 31 (18) 31 (18) 30 (18) 30 (18) 28 (17)

17 (6) 18 (6) 18 (6) 17 (7) 17 (7)

48 (24) 49 (24) 48 (24) 47 (25) 45 (24)

463 (288) 510 (335) 479 (305) 504 (324) 504 (324)

施設の種類 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

汚泥の脱水施設

汚泥の乾燥施設

汚泥の焼却施設

廃油の油水分離施設

廃油の焼却施設

廃プラスチック類の破砕施設

廃プラスチック類の焼却施設

木くず、がれき類の破砕施設

コンクリート固型化施設

シアンの分解施設

産業廃棄物の焼却施設

小計

安定型処分場

管理型処分場

小計

合 計
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５ 監視指導等の状況

（１）処理業者等に対する監視・指導

不法投棄や不適正処理等を防止するため、平成 22 年度に県、岡山市及び倉敷市（以

下「県等」という。）で 9,８12 件の立入検査を実施しています。対象事業者別では、

排出事業者が 7,107 件、処理業者が 2,661 件、公共団体が 44 件となっています。

表 4-1-12 立入検査の実施状況

備考：（ ）内は、岡山市及び倉敷市の件数（内数）を示す。

（２）不法投棄等の防止対策

県では、県民局において、市町村等関係者と連携して監視指導を実施するとともに、

監視が手薄になる夜間・休日における監視業務の民間委託や産業廃棄物監視指導員を

配置するなど、不法投棄等の防止や早期発見・早期対応に努めています。

一方、県内における産業廃棄物の不法投棄については、平成 19 年度以降は、件数、

投棄量とも低く抑えられています。

表 4-1-13 産業廃棄物の不法投棄件数等の状況

備考：表中の数値は、1 件当たりの投棄量が 10t 以上のもの（岡山市及び倉敷市を含む）。ただし、特別管

理産業廃棄物を含む事案は、10t 未満のものも含んでいる。

（３）県外産業廃棄物の事前協議

県外産業廃棄物の県内への搬入については、県外の排出事業者から県等に対して事

前協議を行う制度を設けています。

事前協議に当たっては、廃棄物の種類、処理量、発生工程等を記述させるとともに、

廃棄物の種類によっては有害物質等の分析証明書を添付させ、安全性等の確認を行っ

ています。

7,916 (6,496) 9,438 (8,463) 11,130 (9,857) 11,755 (10,774) 9,812 (8,746)

排出事業者 5,846 (5,011) 7,875 (7,331) 9,123 (8,375) 9,217 (8,706) 7,107 (6,600)

処理業者 2,070 (1,485) 1,563 (1,132) 2,004 (1,482) 2,527 (2,068) 2,661 (2,146)

公共団体 0 (0) 0 (0) 3 (0) 11 (0) 44 (0)

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

立入検査件数

年度
区分

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

投棄件数 15 1 2 3 3

投棄量（ ｔ ） 1,069 20 55 60 103

年度
区分
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6,977 7,000 5,738

(100.0%) (100.0%) (100.0%)

2,659 2,730 2,107

(38.1%) (39.0%) (36.7%)

510 410 335

(7.3%) (5.9%) (5.8%)

再生利用量

最終処分量

（千t/年）

（千t/年）

排 出 量 （千t/年）

Ｈ１６実績 Ｈ２２目標値 Ｈ２１実績

第２次計画 現状年度

項目

６ 第 2 次計画の目標の達成状況

ここでは、第 2 次岡山県廃棄物処理計画で設定された産業廃棄物処理の目標に対す

る達成状況について、平成２1 年度実績を用いて評価します。

（１）第 2 次計画の目標

① 排出抑制の目標

平成 22 年度における排出量を予測値より 2.7%削減し、おおむね 7,000 千トンと

することを目指す。

② 再生利用量の目標

平成 22 年度におけるリサイクル率を 39.0％とすることを目指す。

③ 最終処分量の目標

平成 22 年度における最終処分量を平成 16 年度から約 2 割削減し、410 千トン

とすることを目指す。

（２）達成状況の評価

① 排出抑制

現状（平成 21 年度実績）の排出量は 5,738 千トン、平成 16 年度（6,977 千ト

ン）に比べて 17.8％の減少となっており、また、第２次計画の目標値（平成 22 年

度：7,０００千トン）を大きく下回っています。なお、現状の排出量は、事業者によ

る排出抑制等の取組だけでなく、急速な景気後退など経済的要因も大きく影響してい

るものと考えられることから、その動向に留意する必要があります。

② 再生利用量

現状（平成 21 年度実績）のリサイクル率は 36.7％、平成 16 年度（38.1％）に

比べて 1.4 ポイント低く、第２次計画の目標値（平成 22 年度：3９.０%）を下回る

水準にとどまっています。

③ 最終処分量

現状（平成 21 年度実績）の最終処分量は 335 千トン、平成 16 年度（510 千ト

ン）に比べると 3 割以上（34.3％）の削減となっています。また、第２次計画の目

標値（平成 22 年度：４１０千トン）を大きく下回っています。

表 4-1-1４ 第 2 次計画の目標と現状

備考：1）網掛け部分は目標値である。

2）（ ）内は、排出量に対する割合である。
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７ 産業廃棄物処理に関する課題

（１）排出抑制と循環的利用の促進

第 2 次計画の目標の進捗状況については、排出量、最終処分量は達成見込みとなっ

ていますが、リサイクル率については、がれき類、鉱さいなどリサイクル率の高い種

類の排出量が大きく減少していることから、このままの状態では目標達成が難しい状

況です。今後は多くの品目を対象とした資源化をより一層進めていく必要があります。

また、達成見込みの排出量等についても、事業者の取組によるものだけでなく、急

速な景気後退など経済的な要因が大きく影響しているものと推察されることから、そ

の後の景気動向に留意しつつ、引き続き、排出抑制、再生利用の促進、最終処分量の

削減を進めていく必要があります。

（２）排出事業者責任の徹底

事業活動に伴って生じる産業廃棄物の処理責任は排出事業者にあります。このため、

排出事業者は、委託処理する場合であっても、自らの責任で発生から最終処分（再生

を含む。）に至る処理の流れをマニフェストや実地確認等によって的確に把握し、適正

処理を確保する必要があります。

しかしながら、廃棄物処理法を理解していない排出事業者もあり、また、廃棄物処

理法の改正が頻繁に行われ、適正処理に関する規制や罰則の強化などが進んでいるこ

とから、県等は、県内事業者に対して、あらゆる機会を通じて法改正事項等の周知・

指導に努め、引き続き排出事業者処理責任の徹底を図っていく必要があります。

（３）優良な処理業者の育成と適正処理意識の醸成

産業廃棄物処理に対する不安や不信感を払拭し、循環的利用や適正処理を推進する

ためには、排出事業者から信頼される優良な処理業者を育成し、優良な処理業者が優

先的に選ばれる健全な市場の形成が不可欠です。

処理業者は、信頼を確保するため、自ら情報を公開することによって事業の透明化

を図るとともに、ISO14001、エコアクション２１を初めとした認証制度による認証

を取得するなど、環境配慮の取組を強化する必要があります。また、優良な処理業者

の育成・支援等を目的に新たに創設された「優良産廃処理業者認定制度（平成 23 年

4 月施行）」の積極的な活用が求められています。

一方で、適正処理意識の醸成や不法投棄等の不適正処理の未然防止を図るため、県

等は、立入検査や環境パトロールなどの監視指導体制を強化するとともに、講習会や

研修会などあらゆる機会を通じて、排出事業者や処理業者への意識改革等についても

積極的に推進する必要があります。

（４）産業廃棄物の広域移動への対応

県外産業廃棄物の搬入超過の状態は、解消されていますが、最終処分量だけをみる

と県外への搬出量を大幅に超えた県内搬入量となっています。県では最終処分を目的

とする県外産業廃棄物については、これまでどおり事前協議の厳正な運用を図るとと

もに、県内における循環型社会形成の推進や産業廃棄物の適正処理体制を確保する必

要があります。



55

第４章 産業廃棄物

（５）産業廃棄物処理施設の安定的確保

排出抑制や循環的利用の推進によって産業廃棄物の削減を徹底したとしても、現在

の生産・製造技術やリサイクル技術では、すべての産業廃棄物を再生資源・原料や再

生品に転換することは困難です。このため、産業廃棄物を適正に処分できる施設を確

保することは、県内の適正処理体制の維持のために必要なだけでなく、循環型社会を

形成し持続的な発展を図る上でも必要不可欠といえます。

施設の計画・設置に当たっては、廃棄物処理法や岡山県産業廃棄物適正処理指導要

綱に基づき、安全性・信頼性の高い処理施設の確保に努める必要があります。

また、温室効果ガスの排出抑制など地球温暖化防止の観点から、焼却処理を行う際

は熱回収（サーマルリサイクル）することが有効であることから、焼却施設の新設・

改修時には熱回収を推進していく必要があります。
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第２節 産業廃棄物の将来予測と目標

１ 排出量の将来予測

産業廃棄物（特別管理産業廃棄物を含む）の将来予測については、今後とも飛躍的

な技術革新及び法律上の産業廃棄物の分類に変更がなく、現状（平成 21 年度実績）

における産業廃棄物の排出量と業種ごとの経済指標（活動量指標）との関係は変わら

ず、排出原単位は変化しないものと仮定して、次式を用いて予測を行いました。

また、業種ごとの活動量指標の将来予測に関しては、過去からの傾向（トレンド）

が将来も同様に続くものとして、トレンド法を基本に用いています。

業種ごとの予測式：

将来の排出量 ＝ 排出原単位（平成 21 年度実績）×活動量指標（予測値）

業種ごとの活動量指標の予測値

◆建 設 業：「元請完成工事高」のトレンドをもとに適合度の高い回帰式で推

計した。

◆製 造 業：「製造品出荷額等」のトレンドをもとに適合度の高い回帰式で推

計した。

◆電気･水道業：各施設の将来計画値をそのまま用いた。

◆その他業種：「従業者数」のトレンドをもとに業種別に適合度の高い回帰式で

推計した。

図 4-2-1 排出量の将来予測
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（単位：千t/年）

構成比（％） 構成比（％） 構成比（％）

合 計 6,977 100.0 5,738 100.0 6,336 100.0

汚 泥 4,133 59.2 3,329 58.0 3,778 59.6

が れ き 類 1,004 14.4 647 11.3 578 9.1

ば い じ ん 478 6.9 632 11.0 735 11.6

そ の 他 1,362 19.5 1,129 19.7 1,245 19.6

Ｈ２７Ｈ１６ Ｈ２１年度

種類

（１）種類別排出量の将来予測

平成 27 年度における種類別排出量の予測結果をみると、汚泥、ばいじんは増加し、

がれき類は減少すると予測されます。なお、種類別では、汚泥の増加が顕著です。

図 4-2-２ 種類別排出量の将来予測

表 4-2-1 種類別排出量の将来予測

備考：四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

汚泥 がれき類 ばいじん その他

（千ｔ）

Ｈ２１ Ｈ２７Ｈ１６
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（単位：千t/年）

構成比（％） 構成比（％） 構成比（％）

合 計 6,977 100.0 5,738 100.0 6,336 100.0

製 造 業 4,185 60.0 3,403 59.3 4,058 64.0

建 設 業 1,245 17.8 803 14.0 690 10.9

電 気 ・ 水 道 業 1,161 16.6 1,104 19.2 1,218 19.2

そ の 他 386 5.5 428 7.5 370 5.8

Ｈ１６ Ｈ２７Ｈ２１年度

業種

（２）業種別排出量の将来予測

平成 27 年度における業種別排出量の予測結果をみると、製造業、電気・水道業は

増加し、建設業は減少すると予測されます。なお、業種別では、製造業の増加が顕著

です。

図 4-2-３ 業種別排出量の将来予測

表 4-2-2 業種別排出量の将来予測

備考：四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

製造業 建設業 電気・水道業 その他

（千ｔ）

Ｈ２１ Ｈ２７Ｈ１６
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（単位：千t/年）

構成比（％） 構成比（％） 構成比（％）

6,977 100.0 5,738 100.0 6,336 100.0

2,659 38.1 2,107 36.7 2,232 35.2

3,798 54.4 3,291 57.4 3,741 59.0

510 7.3 335 5.8 357 5.6

10 0.1 5 0.1 6 0.1

最 終 処 分 量

保 管 量

排 出 量

再 生 利 用 量

減 量 化 量

Ｈ１６ Ｈ２７Ｈ２１年度

項目

２ 処理の将来予測

処理状況の将来予測については、排出事業者や処理業者による減量化・リサイクル

など現状の取組が将来も同様に行われるものと仮定して推計を行いました。

平成 27 年度における処理状況の予測結果をみると、排出量 6,336 千トンのうち、

35.2％が再生利用され、59.0％が中間処理によって減量化、5.6％が最終処分され

るものと見込まれます。

図 4-2-４ 処理状況の将来予測

表 4-2-３ 処理状況の将来予測

備考：四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

再生利用量 減量化量 最終処分量 保管量

（千ｔ）

Ｈ２１ Ｈ２７Ｈ１６
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３ 産業廃棄物の再生利用等の目標

国の基本方針において示された目標や本県の状況を踏まえ、次のとおり目標値を設

定します。

表 4-２-４ 国の基本方針における産業廃棄物の目標値

平成２７年度目標値

排出量 増加を平成 19 年度比約 1％に抑制

再生利用量 約 53％に増加（＝現状から 1 ポイント増加）

最終処分量 平成 19 年度比約 12％削減

（１）排出量の目標

排出量の増加を抑制することとし、平成 27 年度の予測値（６,336 千 t/年）を勘

案して、おおむね 6,000 千 t/年とすることを目標とします。

（２）再生利用量の目標

国の基本方針やエコビジョン 2020 における目標を踏まえ、リサイクル率 39.1％

を目標とします。

（３）最終処分量の削減目標

国の目標値は、平成 19 年度から平成 27 年度の 8 年間で最終処分量を 12%削減

することになっています。（年平均削減率 1.5%／年）

これを踏まえて、平成 21 年度の最終処分量 335 千トン/年を基準とし、国の年平

均削減率の６年分である９％を削減することとして、最終処分量 305 千トン/年を目

標とします。

平成 27 年度におけるリサイクル率を 39.1％とすることを目指します。

平成 27 年度における最終処分量を 305 千 t/年とすることを目指します。

平成 27 年度における排出量をおおむね 6,000 千 t/年とすることを目指します。
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以上の産業廃棄物減量化の目標を整理すると、次のとおりです。

表 4-２-５ 産業廃棄物の減量化の目標

年度

項目
Ｈ16 実績 Ｈ21 実績 Ｈ27 予測値 Ｈ27 目標値

排 出 量 千ｔ 6,977 5,738 6,336 6,000

リサイクル率 ％ 38.1 36.7 35.2 39.1

最終処分量 千ｔ 510 335 357 305

備考：1）網掛け部分は目標値である。

2）リサイクル率＝再生利用量÷排出量×100
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第３節 目標達成等に向けての取組

１ 排出者（事業者）責任の徹底・強化

（１）廃棄物処理法の周知徹底と指導強化

産業廃棄物の適正処理を推進するためには、処理責任を有する排出事業者に対して、

廃棄物処理法に基づく処理基準や委託基準等の遵守、マニフェスト制度の適正な運用

などの周知徹底を図るとともに指導を強化する必要があります。

（２）多量排出事業者に対する処理計画の作成指導の徹底

多量排出事業者（産業廃棄物の年間排出量が 1,000 トン（特別管理産業廃棄物は

50 トン）以上の事業場を設置している事業者）は、当該事業場に係る産業廃棄物の

減量その他その処理に関する計画（以下「処理計画」という。）を作成、県知事及び政

令市長（以下「知事等」という。）に提出し、また、その処理計画の実施の状況（以下

「実施状況」という。）を県知事等に報告する義務があります。

（３）環境マネジメントシステムの導入促進

ISO14001 は、企業や自治体などの組織が自らの活動から生じる環境への影響を、

自主的かつ継続的に減らしていくための経営手法・仕組みを定めた国際規格です。ま

た、環境省が中小事業者における環境への取組を促進するためエコアクション２１を

策定しており、それらの普及を進めています。

主 な 取 組

○ 産業廃棄物の適正処理は排出事業者に処理責任があること（排出事業者処理責

任）や法改正事項等を周知するため、引き続き講習会等を開催するとともに、事

業場への立入検査を計画的に実施するなど、排出事業者への監視・指導を徹底し

ます。

○ 産業廃棄物の自社保管（事業場外）に関する届出制度、排出事業者が処理業者

に処理委託する際の基準（委託基準）の遵守、排出事業者自らが産業廃棄物の処

理の流れを的確に把握するためのマニフェスト制度（紙又は電子マニフェスト）

の適正運用や実地確認などについて、あらゆる機会を通じて周知するとともに、

立入検査等による監視・指導を一層強化します。

○ マニフェスト制度のうち、事務処理の効率化や処理状況の即時把握など情報管

理の合理化等が図れ、偽造など不適正処理の防止に効果のある電子マニフェスト

の普及促進に努めます。

主 な 取 組

○ 県知事等は、提出された処理計画・実施状況等をインターネットにより公表す

ることにより、産業廃棄物の減量その他の取組を促進します。
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（４）リサイクル関連法に基づくリサイクルの推進

廃棄物等の循環的利用（再使用、再生利用、熱回収）をより一層推進するためには、

廃棄物処理法だけでなく、リサイクル関連法の関係者への周知の徹底と円滑かつ適正

な運用が不可欠です。

２ 排出抑制と循環的利用の推進

（１）再生品等の使用促進

環境への負荷を低減し、循環を基調とした廃棄物再生・処理システムを構築するた

めには、消費者や事業者が物品やサービスを購入する際に、環境保全型商品（環境物

品等）を優先的に選択することが重要です。

主 な 取 組

○ 循環型社会の形成には、環境に配慮した事業活動の展開が不可欠であり、事業

者による自主的かつ積極的な対応が望まれます。県では、県内事業者による

ISO14001 の導入を促進するため、引き続き情報提供や支援（県の物品の調達

等での入札資格審査において優遇措置等）を行います。

○ ISO14001 について、経費や社内体制等の面から認証取得が難しい中小企業

者に対しては、エコアクション２１（環境省が策定したエコアクション２１ガイ

ドラインに基づく環境経営システム）の導入促進を図るため、引き続き情報提供

や支援（県の物品の調達等での入札資格審査において優遇措置等）を行います。

＜エコアクション２１認証・登録制度＞

・一般財団法人持続性推進機構（http://www.ea21.jp/）

主 な 取 組

○ 資源の有効な利用の促進に関する法律（資源有効利用促進法）、建設工事に係

る資材の再資源化等に関する法律（以下「建設リサイクル法」という。）、食品循

環資源の再生利用等の促進に関する法律（食品リサイクル法）、自動車リサイク

ル法などリサイクル関連法の運用による産業廃棄物（個別物品）の特性に応じた

規制とリサイクル、製造業者による自主回収等が効果的かつ円滑に進むよう、関

係機関とも連携し、関係者に対し法令遵守の徹底を図ります。
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（２）環境にやさしい企業づくり

岡山エコ事業所認定制度は、循環型社会の形成のための取組が先進的、かつ、優秀

であると認められる県内の事業所を県が「岡山エコ事業所」と認定し、その取組を他

の事業者及び県民の間に広く周知することにより、循環型社会の形成に向けた取組の

促進を図るものです。

（３）最終処分量の多い品目の減量化・リサイクルの推進

汚泥、ばいじん、鉱さい、ガラス・コンクリート・陶磁器くず、がれき類、燃え殻、

廃プラスチック類の 7 品目で最終処分量全体の約 93％を占めています。これら排出

量が多く、最終処分量が多い品目については、その組成・性状等を的確に把握した上

で、安全性を確保しながら、減量化・リサイクルを一層推進する必要があります。な

お、汚泥、鉱さい、ばいじん・燃え殻、廃プラスチック類については「岡山県循環型

社会形成推進条例」の規定に基づき、循環資源に指定されています。

主 な 取 組

○ リサイクル製品の需要を喚起するため、再生品の使用促進に関する指針の周知

徹底を図るとともに、「岡山県エコ製品」の種類や品目の拡充に努め、再生品等

の普及を図ります。（再掲）

○ 「岡山県エコ製品」については、県ホームページや各種広報媒体を活用して、

県民や事業者に対し積極的にＰＲするとともに、イベントや展示会において製品

とともに優れた活用事例を展示するなどして使用促進を図ります。（再掲）

○ 県における環境に配慮した製品やサービスの調達方針を定めた「岡山県グリー

ン調達ガイドライン」に基づき、率先してグリーン調達に取り組みます。また、

県下の市町村、事業者等と連携を図り、その普及啓発に努めます。（再掲）

○ 公共工事に係る資材の調達に関しては、引き続き「岡山県エコ製品」の優先的

な調達に努めるとともに、「特定調達品目（再生加熱アスファルト混合物、再生

骨材、プレキャストコンクリート製品）」については、毎年度これらの調達状況

を把握し、その結果を環境白書や県ホームページ等で公表します。

主 な 取 組

○ 岡山エコ事業所認定制度の周知を図り、認定事業所の増加に努めます。

＜岡山エコ事業所（３部門）＞

ア ゼロエミッションに積極的に取り組んでいる事業所

イ 再生品の使用等に積極的に取り組んでいる事業所

ウ 再生品の販売等に積極的に取り組んでいる小売店
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第４章 産業廃棄物

（４）循環資源マッチングシステムの利用促進

本システムは、インターネットを介して循環資源を提供する事業者と利用する事業

者をマッチング（あっせん）することによって、循環資源の有効活用を促進する制度

で、循環資源に関する総合的な地域情報を一括管理する岡山県循環資源総合情報支援

センター（財団法人岡山県環境保全事業団）が運用しています。なお、県内事業者に

よるシステムの会員登録は無料となっており、インターネットが利用できない場合は、

書面による登録申請・情報提供を受けることができます。

（５）岡山エコタウンプランの推進

「岡山エコタウンプラン」は、環境ビジネスを地域産業の基軸とし、先進的な環境

と経済が調和したまちづくりを推進するために策定（エコタウン事業承認：平成 16

年 3 月）したものです。

主 な 取 組

○ 多量排出事業者から提出された処理計画及び実施状況については、インターネ

ットにより情報公開することで、多量排出事業者のさらなる排出抑制や再生利用

等の取組が期待されることから、処理計画等の作成・提出義務の周知、取組への

指導等を徹底します。

○ コンクリート塊やアスファルト塊などのがれき類については、建設リサイクル

法に基づく再資源化が適切に行われるよう、関係機関（県の建設部局、環境部局

及び国の労働基準監督機関）合同よる県内一斉パトロールを実施するなど、監

視・指導を徹底・強化するとともに関係者の意識向上に努めます。

○ 汚泥、鉱さい、ばいじん・燃え殻、廃プラスチック類については、引き続き排

出事業者に対し、ごみゼロガイドラインに沿った取組が行われるよう指導すると

ともに、ごみゼロガイドラインの目標達成状況を把握し、必要に応じて見直しを

行います。なお、汚泥、鉱さいは平成 18 年度に、ばいじん・燃え殻については、

平成 23 年度に目標達成状況等の評価を行っています。

主 な 取 組

○ 岡山県循環資源総合情報支援センターとの連携により「循環資源マッチングシ

ステム」の普及啓発に努め、システムのより一層の利用促進を図ることで、県内

発生の循環資源の利用拡大を進めます。

主 な 取 組

○ 岡山エコタウンプランでは、地域の産業特性を活かした地域づくり、循環資源

の有機的連携による活用、各種リサイクル法の拠点施設の整備促進のほか、本プ

ランのハード事業により支援した施設を積極的に環境学習のフィールドとして

活用するなど、先進的な環境と経済が調和したまちづくりを推進しています。

○ エコタウン事業のさらなる発展、地域の活性化を図るため、エコタウンを核と

した地域循環圏の構築を目指して、県内だけでなく、瀬戸内地域を視野に入れた

広域的連携（循環資源の広域マッチングシステム）のあり方について検討を行い

ます。
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（６）新処理技術等の導入促進

世界的な資源制約の顕在化や地球温暖化など資源・環境問題への高まりを背景とし

て、安全性やリサイクル性に配慮した高度な処理技術が求められています。

（７）地域ミニエコタウン事業支援制度の活用の推進

循環型社会形成推進モデル事業（地域ミニエコタウン事業）等により民間主導の施

設整備の取組を優先して支援を行う必要があります。

（８）バイオマス資源の利活用の推進

持続的に再生可能な生物由来のバイオマスについては、その性質や特性、地域の実

情に合わせて、循環的に最大限利活用していく必要があります。県では、地域の木質

バイオマス資源を活用する新たな産業の創出により、地域経済の発展と地球温暖化防

止を図る「おかやまグリーンバイオ・プロジェクト」等を推進しています。

主 な 取 組

○ 「岡山県循環型社会形成推進条例」の規定に基づき循環資源に指定している産

業廃棄物（汚泥、鉱さい、ばいじん・燃え殻、廃プラスチック類）等について、

資源化を促進する新技術・新規事業の創出を図るため、産学官の連携を強化し、

先端的なリサイクル技術の開発等を行う企業に対する支援を行います。

○ 「中四国環境ビジネスネット（B-net）」を活用して、広く瀬戸内海圏域等か

ら３Ｒに関する新技術や各種ニーズ等の情報を一同に集め意見交換・商談等を行

うことにより、新技術等の事業化の促進と地域の枠を超えた循環型産業クラスタ

ーの形成を促進します。

主 な 取 組

○ 循環型社会の形成を推進する民間のリサイクル関係施設の整備、リサイクル技

術の開発等について、その事業の円滑な実施を図るために必要な財政的支援を行

います。

主 な 取 組

○ 廃棄物系バイオマスの利活用に関する調査、研究・開発等を進めるとともに、

地域におけるマテリアル及びエネルギー利用等のリサイクル事業を支援します。

○ 木くずなど食料と競合しないセルロース系バイオマス資源を、高機能で付加価

値の高い新素材（セルロースナノファイバー）として利用するための技術開発（超

微粉砕）に取り組みます。

○ 平成 23 年 4 月末現在、県内では真庭市、新見市、笠岡市、津山市、高梁市、

和気町、美咲町の７市町がバイオマスタウン構想を策定しており、地域の実情や

バイオマスの特性に応じて具体的な取組みや検討が進められています。県では、

廃棄物系バイオマスの利活用の広がりに合わせて、必要な情報提供等を行いま

す。
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（９）農業系廃棄物のリサイクル・適正処理等の推進

畜産農家から排出される家畜のふん尿については、「家畜排せつ物の利用の促進を図

るための岡山県計画」に基づき、計画的に整備を進めてきた堆肥舎等を活用して、引

き続き適正処理を図ります。

そのため、畜産農家等においては生産したたい肥を耕種農家と連携を図りながら、

一層利用を促進し、環境と調和のとれた農業生産を推進します。

また、ハウスを覆うビニール、マルチ及び牧草用ラップフィルム等の農業用廃プラ

スチックは、農業協同組合等の協力のもと、リサイクルと適正処理を推進します。

（1０）リサイクル事業者及びリサイクル技術情報提供システムの運用

中小企業等においては、産業廃棄物の減量化・リサイクルに係る効果的手法の熟達

が困難といった側面があるため、技術的に支援するシステムが必要となります。

主 な 取 組

○ 地域で排出される農場副産物等を有効利用するため畜産農家と耕種農家との

連携を図り、肥料等の利用拡大を促進します。

○ 農家から排出される農業用廃プラスチック類についても、引き続き農業協同組

合等の協力のもと、リサイクル・適正処理の啓発・指導等を行います。

主 な 取 組

○ 県内の中小企業による産業廃棄物の減量化・リサイクルをより一層促進させる

ため、循環資源総合情報支援センターに「リサイクル事業者及びリサイクル技術

情報提供システム」を設置し、岡山県内のリサイクル技術、リサイクル施設、リ

サイクル製品の情報を収集するとともに、誰もが閲覧できる形で公開し、情報発

信します。
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３ 適正処理の推進

（１）優良な処理業者の育成と認定制度の普及促進

産業廃棄物の適正処理を推進し、優良な処理業者を育成・支援するため、法改正に

より平成 23 年度から「優良産廃処理業者認定制度」が施行されています。

（２）適正処理に係る講習会・研修会等の充実

廃棄物処理法の改正に伴い、産業廃棄物の処理基準・委託基準、処理施設の構造基

準等が強化されていることから、今後も排出事業者や処理業者等に対してこれらの事

項の周知徹底を図っていく必要があります。

（３）県外産業廃棄物の搬入抑制に向けての対応

県域を越えて広域的に処理される産業廃棄物については、関係都道府県との密接な

連携を図り、より的確な実態把握に努める必要があります。

主 な 取 組

○ 産業廃棄物の適正処理を推進し、優良な処理業者を育成・支援するため、「優

良産廃処理業者認定制度」を適切に運用するとともに、講習会、県ホームページ

などを通じて、本制度の周知・啓発に努めます。

主 な 取 組

○ 産業廃棄物の適正処理の推進や処理技術の向上を図るため、社団法人岡山県産

業廃棄物協会等の協力のもと、排出事業者や処理業者を対象に講習会・研修会等

を定期的に開催します。

○ 講習会・研修会では、電子マニフェスト制度、優良産廃処理業者認定制度、エ

コアクション２１、環境会計など経営基盤の健全化に繋がる内容や、有害物質等

を含む産業廃棄物（特別管理産業廃棄物）の適正処理について、講習会等の充実

を図っていきます。

主 な 取 組

○ 県外から搬入される産業廃棄物に対しては、引き続き「廃棄物の処理及び清掃

に関する法律施行細則」に基づいて、これまでどおり事前協議を厳正に運用する

ことによって、県内の適正処理体制を確保します。



69

第４章 産業廃棄物

（４）不法投棄等の不適正処理対策の強化

野外焼却や不法投棄等の不適正処理の未然防止と早期発見のため、監視や指導体制

の強化が必要です。

（５）ダイオキシン類排出削減対策の指導の徹底

産業廃棄物焼却施設からのダイオキシン類の排出量については、構造基準や維持管

理基準などの削減対策の推進により全国的にも減少する傾向にあります。

（６）アスベスト廃棄物の適正処理の推進

吹き付け石綿の除去工事に伴って排出される飛散性の廃石綿等や解体工事により排

出される非飛散性の石綿含有産業廃棄物などの石綿を含む産業廃棄物は、他の廃棄物

と区別して適正な管理を行う必要があります。

主 な 取 組

○ 不適正処理の未然防止と早期発見に努めるため、不法投棄防止の啓発、監視指

導員の配置、夜間・休日の不法投棄等監視業務の民間委託、不法投棄 110 番の

設置などの事業を行い、監視・指導体制等の強化を進めます。

主 な 取 組

○ 産業廃棄物焼却施設からのダイオキシン類の排出については、廃棄物処理法や

ダイオキシン類対策特別措置法などの環境法令が改正され、排出基準、構造基準、

維持管理基準等が大幅に強化されたことから、全国的にも施設数が減少する傾向

にありますが、県では施設設置者による排ガス中のダイオキシン類の自主検査・

報告の徹底や立入検査による排ガス測定の実施などによって、引き続きダイオキ

シン類の排出実態の把握に努めるとともに、施設設置者に対する監視・指導を徹

底しており、基準値を超過した設置者に対しては、使用停止を命ずるなど厳正に

対応します。

主 な 取 組

○ 解体工事業者及び処理業者に対し、「石綿含有廃棄物等処理マニュアル（平成

23 年３月）」等の周知の徹底を図り、解体工事現場や処理業者への監視・指導

を強化するとともに、関係行政機関・関係団体で構成する「岡山県アスベスト対

策協議会」における取組などにより適正処理を推進します。
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（７）ＰＣＢ廃棄物に関する適正処理の推進

ＰＣＢ廃棄物の処理については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に

関する特別措置法（以下「ＰＣＢ特別措置法」という。）に基づき、「岡山県ポリ塩化

ビフェニル廃棄物処理計画」（以下「県計画」という。）を平成 20 年 3 月に策定しま

したが、その後、北九州市のＰＣＢ廃棄物処理施設での新たな施設の稼働に伴い処理

可能なＰＣＢ廃棄物の種類が追加されたこと、また、平成 21 年 11 月に国のＰＣＢ

廃棄物処理基本計画において微量ＰＣＢ汚染廃電気機器の処理方策が新たに盛り込ま

れたことなどから、平成 22 年 10 月に県計画を改訂しました。

４ 廃棄物処理施設の計画的な整備の促進

（１）産業廃棄物処理施設の安定的確保

県内における産業廃棄物の適正処理を推進し、適正処理体制を維持するためには、

安全性、信頼性の高い処理施設の安定的な確保が不可欠です。このためには、施設の

設置者への適正な指導等により住民の処理施設に対する不信感を払拭する必要があり

ます。

主 な 取 組

○ ＰＣＢ廃棄物の保管事業者に対しては、ＰＣＢ特別措置法に基づき、引き続き

報告徴収や立入検査による指導を行います。北九州ＰＣＢ廃棄物処理事業につい

ては、日本環境安全事業株式会社（JESCO）と連携を取りながら、県計画に基

づき、県内のＰＣＢ廃棄物の早期の処理を推進します。

○ 微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等については、国の無害化認定を受けた施設又は都

道府県が許可した施設において処理することとなりますが、現在、処理施設及び

処理体制の整備が進められているところです。今後は、これらの進捗状況に応じ

て、事業者等に対して具体的な処分についての指導を行います。

主 な 取 組

○ 県では、処理施設の設置計画者に対し、廃棄物処理法や「岡山県産業廃棄物適

正処理指導要綱」に基づき、引き続き適正な指導・助言を行っていきます。

○ 産業廃棄物の焼却施設の整備等に当たっては、地球温暖化防止の観点から、熱

回収が可能な施設の整備について、設置計画者に助言します。

○ 地域住民と処理施設の運営主体が相互理解を深めるためには、処理施設の維持

管理状況等を積極的に情報公開することが重要であることから、とりわけ焼却施

設及び最終処分場については、これらの情報をインターネット等により広く公開

するよう設置者を指導します。
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第４章 産業廃棄物

５ 廃棄物情報の共有化と相互理解

（１）廃棄物等関連情報の充実と情報公開の推進

県民や事業者への説明責任や廃棄物処理をめぐる課題の共有など、各主体間で情報

を共有することは相互理解を深める上で重要なテーマとなっています。廃棄物に関す

る多くの情報を県民や事業者に分かりやすい表現で伝えていくことが重要です。

（２）環境教育・環境学習の推進（再掲）

県民や事業者が環境に配慮した行動を実践することは、環境保全や循環型社会形成

において重要な要素であり、環境教育や環境学習を県全体で推進していくことが重要

です。

上記１から５までの施策の財源として産業廃棄物処理税を充てています。

主 な 取 組

○ 岡山県循環資源総合情報支援センターにおいて、インターネット等を活用した

情報の受発信を行います。

ア 企業間における循環資源に関する情報交換

イ 事業者及び県民への廃棄物等の発生抑制並びに適正な循環資源の循環的利

用及び処分に資する情報提供

ウ 循環型社会の形成に関する事業者及び県民の意識の向上を図るために必要

な情報提供

○ 地域の循環資源を活用した地域密着型の資源循環システムの調査、研究・開発

等を推進するとともに、これらの成果（情報）を積極的に公開します。

主 な 取 組

○ 岡山エコタウンプランに掲げる環境教育・環境学習を促進するために設置し

た、県民、環境団体等が集い、環境学習ができる「岡山県環境学習協働推進広場」

を拠点として、ＮＰＯ等環境活動団体と協働して環境学習に取り組みます。また、

岡山エコタウン関係施設巡回見学受け入れ事業等も進めます。

○ 循環型社会の形成推進のためには、行政、県民、事業者が一体となり、地域社

会をあげて環境保全に取り組むことが重要であることから、県民一人ひとりの排

出抑制やリサイクル品の利用促進など、地球環境問題や環境保全等につながる身

近で具体的な行動を促進するために環境教育を推進します。

○ 行政と地域コミュニティ、地域住民等が協働して環境学習に取り組み、地域で

の環境配慮型ライフスタイルへの転換を促進します。

○ 小中学校の児童生徒を対象に教材を使用した学習と実践行動を通した継続的

な環境学習を行い、その成果を周囲の教職員、家庭等に波及させるなど効果的な

環境学習を推進します。

ア 環境先進企業や廃棄物処理施設等の見学体験等を行う環境学習エコツアー

の実施

イ 移動環境学習車を活用した環境学習出前講座の実施
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産業廃棄物処理税は、産業廃棄物の発生抑制、減量化、再生利用その他適正な処理

の推進を図ることを目的として平成 15 年４月に導入し、上記の施策に充てられるほ

か、将来にわたり、県民の意識改革や廃棄物の適正処理に取り組む必要があることか

ら、岡山県環境保全循環型社会形成推進基金に積み立てています。

その後、産業廃棄物処理税条例の規定（施行後５年を目途に見直し）により、平成

19 年度に施行後の状況、社会経済情勢の推移、事業の成果についての評価・分析を

行い、納税者や関係各機関等の意見を聞いた結果、平成 20 年 4 月以降も現行の課税

制度による産業廃棄物処理税及び税収を活用した事業を継続することとなりました。

◆産業廃棄物処理税は３つの区分の事業に充当されています。

①「産業活動の支援」：リサイクル技術の開発支援・リサイクル製品の利用促進など

②「適正処理の推進」：不法投棄の未然防止対策など

③「意識改革」：環境教育・環境学習、循環資源等の情報提供など
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第 5 章 計画の推進

第 5 章 計画の推進

第１節 関係者の役割

本県における廃棄物対策において、循環を基調とした廃棄物再生・処理システムを構築

し、廃棄物の削減により環境への負荷を低減していくためには、県民、事業者、処理業者、

市町村及び県がそれぞれの立場において、適切な役割分担により取り組んでいくことが重

要です。

１ 県民の役割

県民は、廃棄物の適正処理やリサイクルに対する理解を深め、循環型社会の形成に

向けたライフスタイルの見直しや適正処理のための自治体の施策等に積極的に協力す

ることが大切です。

県 民 の 役 割

環境負荷の低減に配慮した消費行動

○ マイバッグの持参、レジ袋・包装類の辞退、再生品の使用、ごみ発生の少ない

商品の購入等、廃棄物の減量化やリサイクルの推進を踏まえたライフスタイルを

実践する。

○ 物品やサービスの購入に当たっては、グリーン購入に努める。

○ 生ごみの水切り徹底による減量化、堆肥化など身近なところから排出抑制、リ

サイクルに努める。

市町村の分別収集への協力とリサイクルの推進

○ 市町村が定める分別排出ルールに基づいた分別収集に協力する。

○ 容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（容器包装リサイ

クル法）、家電リサイクル法、自動車リサイクル法等に基づく制度への理解を深

め、分別排出やリサイクル料金負担に協力する。

○ 県、市町村が行っているごみ減量、リサイクル推進をテーマとした各種イベン

トや環境美化活動に積極的に参加し、ごみ減量化・リサイクル推進及び環境保全

に関する意識を深める。

不法投棄防止への協力

○ 土地や建物の所有者又は管理者は、不法投棄や不適正な保管が行われることが

ないよう、土地や建物を適切に管理する。

○ 不法投棄等を発見したときは、速やかに県・市町村へ通報するなど、不法投棄

の早期発見、早期対応に協力する。
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２ 事業者の役割

事業者は、事業活動に伴って生じた廃棄物の排出抑制、減量化・リサイクル及び適

正処理に努めるとともに、環境に配慮した製品の製造・販売やグリーン購入等を通じ

て、循環型社会の形成を先導する重要な役割が求められています。

事 業 者 の 役 割

環境に配慮した資材の調達

○ 物品やサービスの購入に当たっては、グリーン購入に努める。

排出抑制、再生利用に配慮した製品の製造・販売

○ 製造者は製造工程を見直し、不良品の削減や再原料化を推進し、梱包材料等は

再使用できるものを選ぶなど環境に配慮した事業活動に努める。

○ 製造者は、製品の長寿命化等に配慮するとともに家電リサイクル法などにより

回収を義務付けられた製品だけでなく、使用後の製品の回収及びリサイクルに配

慮した製品の製造・販売に努める。

○ 製造、流通、販売においては、できるだけ無包装、簡易包装又はリユース容器

の使用に努める。

循環的利用の促進

○ 自ら排出する廃棄物の処理計画を作成することにより、廃棄物の減量化とリサ

イクルを推進する。

○ 最終処分量の多い品目を排出する事業者は、「ごみゼロガイドライン」等に沿

って、廃棄物の減量化・リサイクルを推進する。

○ 行政が実施する廃棄物・リサイクルに関する各種調査に協力し、情報提供を行

うとともに、各施策への協力に努める。

環境に配慮した事業活動の実践

○ 環境マネジメントシステム（ＩＳＯ14001、エコアクション２１等）の導入

や電子マニフェストの活用など、積極的に環境に配慮した事業活動の展開に努め

る。

○ 岡山県エコ製品及び岡山エコ事業所の認定取得に積極的に取り組む。

○ 行政等が開催する講習会・研修会に積極的に参加し、産業廃棄物処理に係る各

種制度の理解に努める。
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３ 処理業者の役割

処理業者は、事業者の自己処理責任を補完する重要な立場にあり、廃棄物処理の専

門業者として、常に処理・リサイクル技術や資質の向上に努めるとともに、法に従っ

て、受託した廃棄物を適正に処理するほか、循環型社会形成の担い手としての役割が

求められています。

処 理 業 者 の 役 割

適正処理・リサイクルの推進と信頼の醸成

○ 関係法令の遵守はもちろんのこと、地域の生活環境の保全に配慮し、処理事業

に係る県民の信頼確保に努める。

○ 行政が実施する廃棄物・リサイクルに関する各種調査に協力し、施策に協力す

るとともに積極的な情報の公開に努めるなど、信頼の醸成に努める。

環境に配慮した事業活動の実践

○ 環境マネジメントシステム（ＩＳＯ14001、エコアクション２１等）の導入

や電子マニフェストの活用など、積極的に環境に配慮した事業活動の展開を図

り、優良産廃処理業者の認定取得に努める。

○ 岡山県エコ製品及び岡山エコ事業所の認定取得に積極的に取り組む。

○ 廃棄物処理施設の整備に当たっては、新処理技術の導入により、効率的な資源

回収やエネルギーの有効活用が推進される処理施設となるよう配慮する。

○ 行政等が開催する講習会・研修会に積極的に参加し、産業廃棄物処理に係る各

種制度の理解に努める。
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４ 市町村の役割

市町村は、長期的な視点に立った一般廃棄物処理計画等を策定し、区域内の生活環

境の保全と公衆衛生の向上及び地域産業の健全な発展に努めるほか、県との連携を密

にして、廃棄物処理対策を推進することが求められています。

市 町 村 の 役 割

一般廃棄物処理計画の策定と施設の計画的な整備

○ 一般廃棄物処理計画を策定（改訂）し、計画に従って一般廃棄物の減量化とリ

サイクルの推進、適正処理を推進する。

○ ごみ処理施設等の整備に当たっては、新岡山県ごみ処理広域化計画に基づき、

関係市町村の協議のもとで推進するとともに、ごみ発電や熱回収等の地球温暖化

防止に配慮した施設・設備の導入を図る。

○ 廃棄物処理施設の効率的な更新整備や保全管理を充実するストックマネジメ

ントを導入し、施設の長寿命化・延命化を図る。

○ し尿処理施設の整備に当たっては、汚泥再生処理センターなど資源回収を行う

施設として整備を図る。

一般廃棄物の排出抑制等の推進と適正処理の確保

○ 率先して廃棄物の排出抑制、循環的利用に努めるとともに、物品の調達に当た

って、グリーン購入に努める。

○ マイバッグ運動、集団回収活動、生ごみの排出抑制等を推進するとともに、廃

棄物系バイオマスの利活用等に取り組む。

○ 一般廃棄物処理有料化などによる一般廃棄物の排出抑制、費用負担の公平化及

び住民の意識改革を推進する。

○ 一般廃棄物処理計画に基づき、ごみ焼却施設から生じる焼却灰等の適正な処理

を確保する。

○ 災害廃棄物処理計画を策定し、災害発生時の廃棄物について適正な処理体制を

確保する。

廃棄物に関する意識啓発

○ 廃棄物・リサイクル情報の提供と環境教育・環境学習を推進する。

○ ごみの排出抑制、減量化、リサイクル、再生品の使用等が促進されるよう、住

民に対して普及啓発に努める。

○ 不法投棄等の不適正処理に対する監視・指導を強化し、不適正処理の未然防止

と早期発見に努める。
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５ 県の役割

県は、県内における廃棄物の排出及び処理状況を的確に把握し、これらの廃棄物の

排出抑制、適正な循環的利用（再使用、再生利用、熱回収）及び適正処分を推進する

ため、廃棄物処理の総合的かつ計画的な対策を講ずるとともに、県民、事業者、処理

業者及び市町村の取組に対して、情報の提供や技術支援等を積極的に行います。

県 の 役 割

廃棄物の排出抑制の推進と処理体制の整備促進

○ 産学官の連携や民間団体と協働して、県内における廃棄物の排出抑制、循環的

利用及び適正処理に関する各種施策を推進するとともに、関係機関との連携調整

を図り、率先して廃棄物の排出抑制、循環的利用に努める。

○ 廃棄物・リサイクル情報を提供する循環資源情報システムの利用促進を図る。

○ ごみ処理広域化の具体化に向けて協議等を進めている市町村に対し、助言・技

術的援助を行う。

○ 岡山エコタウンプランに掲げるハード・ソフト事業を推進する。

○ 県外から搬入される産業廃棄物に対して事前協議の徹底と県内における適正

処理体制を確保するとともに、県外への搬出に対しても適正処理を指導する。

３R の推進及び廃棄物の適正処理に関する意識啓発

○ おかやま・もったいない運動等の各種啓発イベントや各種広報媒体を通じた普

及啓発を行い、ごみの排出抑制、減量化、リサイクル、再生品の使用等を推進す

る。

○ 排出事業者や処理業者を対象とした講習会・研修会等を開催し、産業廃棄物処

理の適正処理、３Ｒの推進、処理技術の向上を図る。

○ 不法投棄等の不適正処理に対する監視・指導体制を強化し、不適正処理の未然

防止と早期発見に努める。

○ 循環型社会形成のための環境教育・環境学習を推進する。
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第２節 計画の進行管理

本計画の進行管理と事後評価については、計画（Plan）、実施（Do）、評価（Check）、

見直し（Act）のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）により、継続的な改善を行っていくこと

とします。

継続的改善

計画（Plan）

目的、目標、計画策定

実施（Do）

機動的、効率的に実施

評価（Check）

目標達成状況の点検・評価

見直し（Act）

問題点の改善



資 料 編





資-1

１ 制度、施設等の紹介

あ行

【ISO14001】

国際標準機構（International Organization for Standardization）が発行した環境マネ

ジメントシステムの国際規格。PDCA（Plan：計画、Do：実施・運用、Check：点検・評

価、Action：見直し）サイクルにより、各企業等が環境へ与える影響を継続的に改善してい

くことが特徴で、自ら目的や目標を設定し、その目的・目標達成に向け継続的に取り組むこ

とにより、結果として環境への負荷低減を図ることをねらいとしている。

【EPR】

拡大製造者責任（Extended Producer Responsibility）の略。生産者が生産した製品が

使用され、廃棄された後においても、当該製品の適正なリサイクルや処分について物理的又

は財政的に一定の責任を負うという考え方。

【エコアクション２１】

環境省が策定した環境活動評価プログラムで、中小企業等においても容易に環境配慮の取

組を進めることができるよう、環境マネジメントシステム、環境パフォーマンス評価及び環

境報告を一つに統合した環境配慮の手法。

【岡山エコ事業所】

事業者が自ら環境保全に関する取組方針、取組内容等を定期的に公表するなど、循環型社

会の形成のための取組が先進的かつ優秀な事業所として県が認定した事業所。平成１３年１

２月に制定した岡山県循環型社会形成推進条例に基づき、認定制度を創設し、平成１６年２

月から募集している。

エコ事業所は、廃棄物の排出抑制と循環資源の利用に積極的に取り組んでいる「ゼロエミ

ッション事業所」、再生品の購入等に積極的に取り組んでいる「一般事業所」、再生品の販売

等に積極的に取り組んでいる「小売店」の３部門について認定している。

【岡山エコタウンプラン】

「岡山県循環型社会形成推進条例」の実行行動計画となる基本構想として、先進的な環境

と経済が調和したまちづくりを推進するために策定し、平成 16 年３月に資源循環型社会の

形成に資するものとして環境省と経済産業省の共同承認を受けている。（全国で 26 地域承認、

20 番目）

【おかやまグリーンバイオ・プロジェクト】

岡山県内のバイオマス資源を活用する新たな産業の創出により、地域経済の発展と地球温

暖化防止を図るために推進している事業で、「岡山バイオマスプラスチック研究会」「森と人

が共生するＳＭＡＲＴ工場モデル実証」などに取り組んでいる。
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平成21年度実績

新岡山県環境基本計

画で定めている平成

24年度の目標値

第3次廃棄物処理計

画で定める平成27年

度の目標値

排出量（ｇ／人・日） 971 1,060 935

リサイクル率（%） 26.0 32.7 32.7

最終処分量（ｔ／日） 155.8 200 130

排出量（千ｔ／年） 5,738 6,900 6,000

リサイクル率（%） 36.7 39.1 39.1

最終処分量（千ｔ／年） 335 405 305

一

般

廃

棄

物

産

業

廃

棄

物

項 目

【岡山県エコ製品】

県内で現に製造・販売されている使用を促進すべき再生品であって、岡山県の定める認定

基準を満たした製品。平成１３年１２月に制定した岡山県循環型社会形成推進条例に基づき、

認定制度を創設し、平成１４年１０月から募集している。

主な認定品としては、再生 PET 樹脂を使用した制服・作業服等、高炉スラグ等を使用した

プレキャストコンクリート製品、建設発生土・建設汚泥等を原材料とした改良土などを認定

している。

【岡山県環境基本計画（エコビジョン）】

岡山県の環境の保全に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、岡山県環境基本

条例第 10 条に基づき知事が定める計画。平成 10 年３月策定したが、平成 19 年度に社会

情勢の変化を踏まえて全面的に見直して、2020 年までの長期的な目標と施策の大綱を示す

新岡山県環境基本計画を策定した。岡山県廃棄物処理計画の上位計画に当たる。

新岡山県環境基本計画では、廃棄物の最終処分量等の平成２４年度の目標値を次のとおり

定めている。なお、第 3 次岡山県廃棄物処理計画における排出量と最終処分量については、

平成２１年度実績値が平成２４年度の目標値を既に下回っていることから、更に高い目標数

値を掲げている。

【岡山県ごみ処理広域化計画】

ダイオキシン類削減対策、ごみ減量化、焼却残渣の高度処理、ごみ処理コストの削減を目

的として平成 10 年３月に策定された計画。平成 19 年３月に改訂。

【岡山県循環型社会形成推進条例】

岡山県における循環型社会の形成について、基本原則を定めるとともに、県、事業者、県

民の責務を明らかにし、県の行う基本的な施策等を定めることにより循環型社会の形成を総

合的かつ計画的に推進するための条例。

【汚泥再生処理センター】

し尿及び浄化槽汚泥に加え、生ごみ等の有機性廃棄物を併せて処理し資源を回収する施設。

この施設の特徴は、従来のし尿処理施設の持つ「し尿及び浄化槽汚泥を所定の水質まで衛生

的に処理する」機能を保持しつつ、処理対象物に生ごみ等の有機性廃棄物を含め、処理工程

にエネルギー回収・利用設備、資源化設備を有している。
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か行

【ガス化溶融・改質施設】

ガス化溶融施設とは、ごみを熱分解した後、発生したガスを高温で燃焼させ、灰・不燃物

等を溶融する施設(化石燃料等の外部エネルギーを用いる方式もある)。熱分解と溶融を一体で

行う方式と、分離して行う方式がある。これに対して、ガス化改質施設とは、発生した熱分

解ガスを改質し回収する方式がある。

【合併処理浄化槽】

生活排水のうち、し尿と生活雑排水を併せて処理することができる浄化槽。これに対して、

し尿のみを処理する浄化槽を単独処理浄化槽という。水質汚濁の原因として生活排水の寄与

が大きくなっており、生活雑排水を未処理で放流する単独処理浄化槽に替わって、下水道の

整備等と並んで合併処理浄化槽の普及が進んでいる。

【家電リサイクル法】

正式名称は「特定家庭用機器再商品化法」（平成 10 年法律第 97 号）。テレビ、エアコン、

洗濯機、冷蔵庫及び冷凍機について、小売業者に消費者からの引取り及び引き取った廃家電

の製造業者等への引渡しを義務付けるとともに、製造業者等に対しては引き取った廃家電の

一定水準以上のリサイクルの実施を義務付けたもの。

【環境会計】

企業等が、持続可能な発展を目指して、社会との良好な関係を保ちつつ、環境保全への取

組を効率的かつ効果的に推進していくことを目的として、事業活動における環境保全のため

のコストとその活動により得られた効果を認識し、可能な限り定量的（貨幣単位又は物量単

位）に測定し、伝達する仕組み。

【環境マネジメントシステム】

企業等が自主的に環境保全に関する取組を推進するに当たり、環境に関する方針、目的、

目標等を自ら設定し、これらの達成に向けて取り組んでいく管理の仕組みで、ISO14001 も

その一つ。

【グリーン購入】

製品やサービスを購入する際に、価格や品質だけで選択するのではなく、環境への負荷が

できるだけ少ないものを優先的に購入すること。平成 12 年５月に「国等による環境物品等

の調達の推進等に関する法律」（通称：グリーン購入法）が成立し、国の諸機関ではグリーン

購入が義務付けられたほか、地方公共団体にも努力義務が課せられ、事業者及び国民には一

般的な責務があるとされた。

【建設リサイクル法】

正式名称は「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（平成 12 年法律第 104 号）。

一定規模以上の建設工事について、その受注者に対し、特定建設資材（コンクリート塊、建

設発生木材、アスファルト・コンクリート塊）の分別解体及び再資源化等を義務付けるとと

もに、制度の適正かつ円滑な実施を確保するため、発注者による工事の事前届出制度、解体

工事業者の登録制度等を設けている。
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【公共関与臨海部廃棄物処分場】（水島埋立処分場第２処分場）

県が策定した公共関与臨海部新処分場基本構想に基づき、

財団法人岡山県環境保全事業団が倉敷市水島沖水面で進め

ていた公共関与臨海部新処分場（埋立面積 229,000 ㎡、

埋立容量 2,400,000 ㎥）。平成２１年４月から稼働して

いる。

【公共下水道】

下水道法による下水道の種別の一つで、「主として市街地における下水を排除し、または処

理するために地方公共団体が管理する下水道で、終末処理場を有するもの、または流域下水

道に接続するものであって、汚水を排除すべき排水施設の相当部分が暗渠である構造のもの

をいう」と定義されている。

【ごみ処理基本計画】

市町村が、長期的・総合的視点に立って、計画的なごみ処理の推進を図るための基本方針

となるもので、ごみの排出抑制及びごみの発生から最終処分に至るまで、ごみの適正な処理

を推進するために必要な事項を定めたもの。

さ行

【最終処分場】

廃棄物は、資源化又は再利用される場合を除き、中間処理などを経て最終的には原則とし

て埋立処分される。最終処分場は、埋め立てる廃棄物の性状によって、しゃ断型処分場、管

理型処分場、安定型処分場の３つの異なる構造に分類される。

【産業クラスター】

米国の経営学者マイケル・Ｅ・ポーターが提示した概念で「特定分野における関連企業、

専門性の高い供給業者、サービス提供者、関連業界に属する企業、関連機関（大学、規格団

体、業界団体など）が地理的に集中し、競争しつつ同時に協力している状態」をいい、ブド

ウの房のような企業・機関のネットワーク。その新しい組み合わせを産業クラスターという。

【自動車リサイクル法】

正式名称は「使用済自動車の再資源化等に関する法律」（平成 14 年法律第 87 号）。自動

車製造業者等の関係者に適切な役割分担を義務付けることにより、使用済自動車のリサイク

ル・適正処理を図るための法律。自動車製造業者・輸入業者に、使用済自動車の解体・破砕

によって生じるフロン類、エアバッグ、シュレッダーダスト（車体破砕後に残る破砕くず）

の３品目を引き取り・リサイクルする等の義務を課し、そのために必要な費用は自動車の所

有者が原則新車購入時に負担する制度。
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【循環型社会】

大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会に代わるものとして提示された概念。循環型社会

形成推進基本法では「製品等が廃棄物となることが抑制され、製品等が循環資源となった場

合は適正に循環的な利用が行われることが促進され、循環的な利用が行われない循環資源に

ついては適正な処分が確保され、もって天然資源の消費を抑制し、環境への負荷ができる限

り低減される社会」としている。

【循環型社会形成推進基本法】

循環型社会の形成について基本原則、関係主体の責務を定めるとともに、循環型社会形成

推進基本計画の策定その他循環型社会の形成に関する施策の基本となる事項などを規定した

法律（平成 12 年法律第 110 号）。

【循環資源処理センター】

先進的な循環資源の処理技術を活用し、資源化処理を優先させた一般廃棄物の広域処理と

地域から発生する産業廃棄物の処理を併せて処理する新しい再生・処理システムについて「岡

山県循環型社会形成推進条例」第 35 条の規定により、県が指定したセンターをいう。

【循環資源総合情報支援センター】

循環資源の総合的な情報受・発信基地として「岡山県循環型社会形成推進条例」第 30 条

の規定により、県が指定したセンターをいう。

【食品リサイクル法】

正式名称は「食品循環資源の再生利用等に関する法律」（平成 12 年法律第 116 号）。食品

循環資源の再生利用並びに食品廃棄物等の発生抑制及び減量に関する基本事項を定めるとと

もに、登録再生利用業者制度等の食品循環資源の再生利用を促進するための措置を講ずるこ

とにより、食品に係る資源の有効利用及び食品廃棄物の排出抑制を図ること等を目的とする

法律。

【ストックマネジメント】

既存の建築物（ストック）を有効に活用し、長寿命化を図る体系的な手法のことを「スト

ックマネジメント」という。廃棄物処理施設は他の都市施設と比較すると施設全体として耐

用年数が短い上、高額な整備費がかかる。一方で国及び地方公共団体の財政状況は厳しい状

況にあり、既存の廃棄物処理施設を有効利用するため、施設の機能を効率的に維持すること

が急務となっている。

【３Ｒ】

Reduce（リデュース：発生抑制）、Reuse（リユース：再使用）、Recycle（リサイクル：

再生利用）の３つの頭文字をとったもので、循環型社会を形成するための廃棄物等に対する

取組。３Ｒに以下の言葉を加え、４Ｒ・５Ｒ等と呼ぶ場合もある。

リフューズ（拒否）マイバッグを持参してレジ袋を断る等ごみになるものを拒否する。

リペア（直す）壊れても修理して使う。

リターン（戻す）携帯電話など使用後は購入先に戻す。

リフォーム（改良する）着なくなった服などを作り直す。
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【３Ｒイニシアティブ】

３Ｒを通じて、地球規模での循環型社会の形成を目指すこと。2004 年のＧ８シーアイラ

ンドサミットにおいて我が国が提唱し、平成 17（2005）年４月に東京で開催された３Ｒイ

ニシアティブ閣僚会合において正式に開始された。現在、各国でリサイクル法制度の確立や

グリーン購入の導入など、３Ｒの具体的な取組が進められている。

【生活排水】

し尿と日常生活に伴う台所、洗濯、風呂等からの排水。なお、生活排水のうちし尿を除く

ものを生活雑排水という。

た行

【ダイオキシン類】

ポリ塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシン、ポリ塩化ジベンゾフラン及びコプラナーＰＣＢを

含めてダイオキシン類と定義している。ダイオキシン類は農薬の生産工程及びごみ焼却によ

る燃焼過程で非意図的に発生するもので、塩素の結合する位置や数により、多くの種類があ

り、種類によって毒性が異なる。

【ダイオキシン類対策特別措置法】

ダイオキシン類による環境汚染の防止やその除去などを図り、国民の健康を保護すること

を目的に、施策の基本とすべき基準（耐容一日摂取量及び環境基準）の設定、排出ガス及び

排出水に関する規制、廃棄物処理に関する規制、汚染状況の調査、汚染土壌に係る措置、国

の削減計画の策定などが定めた法律（平成 11 年法律第 105 号）。

【第３次おかやま夢づくりプラン】

「快適生活県おかやま」の実現を基本目標として、将来の目指すべき岡山の姿を描く長期

構想（2020 年頃を展望）と、その実現に向けて、平成２４年度からの５カ年間に重点的に

取り組む中期的な行動計画という二つの性格を併せ持つ本県のマスタープラン。

【地域循環圏】

地域の特性や循環資源の性質に応じて、最適な規模の循環を形成することが重要であり、

地域で循環可能な資源はなるべく地域で循環させ、地域での循環が困難なものについては循

環の環を広域化させていくという考え方。

【中間処理】

廃棄物を最終処分する前に、焼却、溶融、脱水、破砕、選別、圧縮などによって、できる

だけ廃棄物の体積や重量を減らすとともに、最終処分後も環境に悪影響を与えないようにす

ること。さらに鉄やアルミ、ガラスなど再資源として利用できるものを選別回収し、有効利

用する役割もある。
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【中四国環境ビジネスネット（Ｂ－ｎｅｔ）】

循環資源の利活用による企業間等の連携支援、環境をキーワードに広域ネットワークを活

用した企業側の技術開発、市場の動向及び先進事例等に係る情報収集と情報発信、中国地域

産学官連携コンソーシアムと連携した大学シーズに係る情報収集と情報発信を行っている。

な行

【熱回収（サーマルリサイクル）】

廃棄物等から熱エネルギーを回収すること。サーマルリカバリーともいう。

は行

【バイオマス】

再生可能な生物由来の有機性資源で、化石燃料を除いたもの。廃棄物系バイオマスとして

は、廃棄される紙、家畜排せつ物、食品廃棄物、建設発生木材、黒液、下水汚泥などがある。

主な利活用の方法としては、飼料化・肥料化などの他、アルコール発酵やメタン発酵による

燃料化などのエネルギー利用がある。

【PFI】

プライベート・ファイナンス・イニシアチブ（Private Finance Initiative）の略。公共事

業に民間企業の資金やノウハウを導入して社会資本を整備・管理する方式で、競争原理の導

入による事業コストの低減、安価で質の高いサービスの提供が期待されている。

【PCB】

ポリ塩化ビフェニル（Poly Chlorinated Biphenyls）の略。有機塩素化合物で、耐熱・耐

薬品性、絶縁性に優れているため、絶縁油、熱媒体、印刷インキ、感圧紙などに幅広く用い

られていたが、昭和 43 年のカネミ油症事件により、その毒性が社会問題となったことから、

昭和 47 年 7 月に「化学物質の審査及び製造に関する法律」によって新たな製造等が禁止さ

れた。

【PCB 特別措置法】

正式名称は「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法律」（平成

13 年法律第 65 号）。PCB 廃棄物について、処理体制の速やかな整備と確実かつ適正な処理

を推進し、国民の健康の保護と生活環境の保全を図ることを目的として定められた法律。処

分そのものを一定期間（法律施行より 15 年）内に行う点に重きを置いて立法措置がとられ

た。
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ま行

【マニフェスト制度】

排出事業者が廃棄物の処理を委託する際に、処理業者に管理票（マニフェスト）を交付し、

処理終了後に処理業者よりその旨を記載した管理票の写しの送付を受けることにより、排出

事業者が廃棄物の流れを管理し、適正な処理を確保するための仕組みのこと。なお、本制度

は、家電リサイクル法や自動車リサイクル法でも採用されている。

【水島エコワークス（倉敷市資源循環型廃棄物処理施設）】

平成１７年度に倉敷市水島地区で稼働開始したサーモセレクト

方式のガス化溶融施設で、５５５ﾄﾝ/日の処理能力を持つ。

倉敷市内の一般廃棄物や水島コンビナート企業等からの産業廃

棄物を処理し、有機物はガス化・改質により精製合成ガスとしてコ

ンビナートで利用し、無機物はスラグ、メタル、塩などに資源化し

ている。県下の一般廃棄物のリサイクル率２６．０％（平成２１年度）のうち水島エコワー

クスによる資源化分が約７％を占めている。

や行

【優良産廃処理業者認定制度】

「産業廃棄物処理業者の優良性の判断に係る評価制度（平成 17 年４月施行）」の見直しを

受け、平成 22 年度の法改正に基づいて新たに創設された制度で、平成 23 年４月より施行さ

れている。

本制度は、産業廃棄物処理業の実施に関し優れた能力及び実績を有する者の基準（優良基

準：①実績と遵法性、②事業の透明性、③環境配慮の取組、④電子マニフェストシステムの加

入、⑤財務体質の健全性）に適合する処理業者を都道府県知事・政令市長が認定し、認定を受

けた処理業者（優良認定業者）について、通常５年間の業の許可の有効期間を７年とする等の

特例を付与するとともに、排出事業者が優良認定業者に処理を委託しやすい環境を整備するこ

とにより、産業廃棄物処理の適正化を図ることを目的としている。

【容器包装リサイクル法】

正式名称は「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律」（平成 7 年法律

第 112 号）。一般廃棄物の減量及び再生資源の利用を図るため、家庭ごみの大きな割合を占

める容器包装廃棄物について、消費者は分別して排出し、市町村は分別収集する、容器を製造

又は販売する商品に容器包装を用いる事業者は再商品化を実施するという役割分担を定めて

いる。

【溶融スラグ】

廃棄物等を高温で加熱溶融し、冷却固化したもの。なお、一般廃棄物や下水汚泥の溶融スラ

グについては、ＪＩＳ規格を遵守することにより、路盤材やコンクリート骨材等としてリサイ

クルの促進が期待されている。
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ら行

【リサイクル】

不要となったものをそのまま、または加工するなどして再利用すること。原材料として再利

用する再生利用（再資源化）と焼却して熱エネルギーを回収するサーマル・リサイクル（熱回

収）がある。

【レアメタル】

レアメタル（希少金属（きしょうきんぞく））は非鉄金属のうち、様々な理由から産業界で

の流通量・使用量が少なく希少な金属のこと。自動車やＩＴ製品、家電製品などあらゆるハイ

テク製品の製造に欠かせない貴重な金属である。
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2 その他参考資料

表Ⅰ―１ 廃棄物の種類

*1：産業廃棄物以外の廃棄物

*2：事業活動により生じた20種類の廃棄物と輸入廃棄物

*3：爆発性、毒性、感染性等の有害な性状を有する廃棄物

廃 棄 物

*1

一般廃棄物

*2

産業廃棄物

(普通の)一般廃棄物

ご み

し 尿

（表Ⅰ－１）

（表Ⅰ－２）

（表Ⅰ－１）

*3

特別管理産業廃棄物

*3

特別管理一般廃棄物

(普通の)産業廃棄物
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表Ⅰ－２ 産業廃棄物

種 類 例

１ 燃 え 殻 石炭がら、焼却炉の残灰、炉清掃排出物、その他の焼却残さ

２ 汚 泥

工場排水などの処理後に残る泥状のもの、各種製造業の製造工程で出る泥状のも

の、活性汚泥法による処理後の汚泥、パルプ廃液汚泥、動植物性原料使用工程の

排水処理汚泥、生コン残さ、無機性汚泥、建設汚泥など

３ 廃 油
鉱物性油、動植物性油、潤滑油、絶縁油、洗浄油、切削油、溶剤、タールピッチ

など

４ 廃 酸 廃硫酸、廃塩酸、各種の有機廃酸類などすべての酸性廃液

５ 廃 ア ル カ リ 廃ソーダ液、金属せっけん液などすべてのアルカリ性廃液

６ 廃 プ ラ ス チ ッ ク 類
合成樹脂くず、合成繊維くず、合成ゴムくず、廃タイヤなど固形状・液状のすべ

ての合成高分子系化合物

７ 紙 く ず

紙くず及び板紙くずなど〔建設業に係るもの（工作物の新築、改築又は除去に伴

って生じたものに限る。）、パルプ、紙又は紙加工品の製造業、新聞業（新聞巻取

紙を使用して印刷発行を行うものに限る。）、出版業（印刷出版を行うものに限

る。）、製本業及び印刷物加工業に係るもの並びにＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）

が塗布され、又は染み込んだものに限る。〕

８ 木 く ず

木くず、おがくず、バーク類など〔建設業に係るもの（工作物の新築、改築又は

除去に伴って生じたものに限る。）、木材又は木製品の製造業（家具の製造業を含

む。）、パルプ製造業、輸入木材の卸売業に係るもの及び物品賃貸業に係るもの、

貨物の流通のために使用したパレット（パレットへの貨物の積付けのために使用

したこん包用の木材を含む。）並びにＰＣＢが染み込んだものに限る。〕

９ 繊 維 く ず

木綿くず、羊毛くずなどの天然繊維くずなど〔建設業に係るもの（工作物の新築、

改築又は除去に伴って生じたものに限る。）、繊維工業（衣服その他の繊維製品製

造業を除く。）に係るもの及びＰＣＢが染み込んだものに限る。〕

10 動 植 物 性 残 さ

あめかす、のりかす、醸造かす、発酵かす、魚及び獣のあらなど（食料品製造業、

医薬品製造業又は香料製造業において原料として使用した動物又は植物に係る固

形状の不要物）

11 動 物 系 固 形 不 要 物
牛の頭部、脊髄及び回腸など（と畜場においてとさつし、又は解体した獣畜及び

食鳥処理場において食鳥処理した食鳥に係る固形状の不要物）

12 ゴ ム く ず 天然ゴムくずのみ

13 金 属 く ず 鉄鋼又は非鉄金属の研磨くず、切削くずなど

14 ガラスくず、コンクリ

ー ト く ず 及 び 陶 磁 器

くず

ガラスくず、レンガくず、コンクリートくず（工作物の新築、改築又は除去に伴

って生じたものを除く。）、コンクリート製品くず、廃石膏ボードなど

15 鉱 さ い
高炉、転炉、電気炉などの残さい、キューポラのノロ、ボタ、不良鉱石、不良石

炭、粉炭かす、鋳物砂など

16 が れ き 類
工作物の新築、改築又は除去に伴って生ずるコンクリートの破片、アスファルト

の破片、レンガの破片、その他これに類する不要物

17 動 物 の ふ ん 尿 牛、馬、豚、鶏などのふん尿（畜産農業に係るものに限る。）

18 動 物 の 死 体 牛、馬、豚、鶏などの死体（畜産農業に係るものに限る。）

19 ば い じ ん

大気汚染防止法第２条第２項に規定するばい煙発生施設又は汚泥、廃油、廃酸、

廃アルカリ、廃プラスチック類などの焼却施設において発生するばいじんであっ

て、集じん施設によって集められたもの

20 処 理 物
上記１～19 に掲げる産業廃棄物を処分するために処理したものであって、これ

らの産業廃棄物に該当しないもの

輸 入 廃 棄 物
輸入された廃棄物（上記の１～20 及び政令第２条の２、第２条の３に規定する

「航行廃棄物」並びに「携帯廃棄物」を除く。）
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表Ⅰ－３ 特別管理一般廃棄物

種 類 例

ポ リ 塩 化 ビ フ ェ ニ ル

（PCB）を使用した部品

一般廃棄物である廃エアコンディショナー、廃テレビジョン受信機、廃電子レン

ジから取り出されたＰＣＢ使用部品

ば い じ ん

１時間当たりの処理能力が 200kg 以上又は火格子面積が２m2 以上のごみ焼却施

設のうち、焼却灰とばいじんが分離して排出されるものに設けられた集じん施設

で集められたもの

感 染 性 一 般 廃 棄 物
医療機関等から排出される、血液の付着したガーゼなどの感染性病原体を含むか

又はそのおそれのある一般廃棄物

ダ イ オ キ シ ン 類 を 含 む

もの

ダイオキシン類対策特別措置法第２条第２項に規定される特定施設(廃棄物焼却

炉)から排出され、ダイオキシン類を１グラムにつき３ナノグラムを超えて含む燃

え殻、ばいじん及び汚泥（廃ガス洗浄施設を有するもの）

表Ⅰ－４ 特別管理産業廃棄物

種 類 例

廃 油 揮発油類、灯油類、軽油類（燃焼しやすいもの：おおむね引火点 70℃以下）

廃 酸 水素イオン濃度指数（pH）が 2.0 以下の廃酸（著しい腐食性を有する廃酸）

廃 ア ル カ リ
水素イオン濃度指数（pH）が 12.5 以上の廃アルカリ（著しい腐食性を有する廃

アルカリ）

感 染 性 産 業 廃 棄 物
医療機関等から排出される、使用済みの注射針などの感染性病原体を含むか又は

そのおそれのある産業廃棄物

特

定

有

害

産

業

廃

棄

物

廃 Ｐ Ｃ Ｂ 等 廃ＰＣＢ及びＰＣＢを含む廃油

Ｐ Ｃ Ｂ 汚 染 物

・ＰＣＢが塗布されたり、染み込んだ汚泥･紙くず･木くず･繊維くず

・ＰＣＢが付着したり、封入された廃プラスチック類･金属くず･陶磁器くず･がれ

き類

Ｐ Ｃ Ｂ 処 理 物
廃ＰＣＢ等又はＰＣＢ汚染物を処分するために処理したもので環境省令で定める

基準に適合しないもの

廃 石 綿 等

・建築物から除去した、飛散性の吹き付け石綿

・建築物から除去した、飛散性の石綿含有保温材（石綿保温材、けいそう土保温

材、パーライト保温材並びにこれらと同等以上に石綿が飛散するおそれのある

保温材、断熱材及び耐火被覆材）

・石綿建材除去工事において用いられ、廃棄されたプラスチックシート、防じん

マスク、作業衣その他の用具又は器具で石綿が付着しているおそれのあるもの

・大気汚染防止法第２条第 11 項に規定される特定粉じん発生施設を有する事業

場の集じん施設で集められた飛散性の石綿など

そ の 他

燃え殻、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、鉱さい、ばいじん又は表Ⅰ-2 の 20

に掲げる産業廃棄物のうち、政令で定められた特定施設等から排出されるもので

あって、有害物質(注)について、環境省令で定める基準に適合しないもの

(注)アルキル水銀化合物､水銀又はその化合物､カドミウム又はその化合物､鉛又

はその化合物､有機燐化合物､六価クロム化合物､砒素又はその化合物､シアン

化合物､ＰＣＢ､トリクロロエチレン､テトラクロロエチレン､ジクロロメタン､

四塩化炭素､1･2-ジクロロエタン､1･1-ジクロロエチレン､シス-1･2-ジクロ

ロエチレン､1･1･1-トリクロロエタン､1･1･2-トリクロロエタン､1･3-ジク

ロロプロペン､チウラム､シマジン､チオベンカルブ､ベンゼン､セレン又はその

化合物､ダイオキシン類

ば い じ ん
輸入廃棄物の焼却に伴って排出され、集じん施設で集められたもので、環境省令

で定める基準に適合しないもの

ダ イ オ キ シ ン 類 を 含 む

もの

ダイオキシン類対策特別措置法第２条第２項に規定される特定施設（廃棄物焼却

炉）から排出されるダイオキシン類を１グラムにつき３ナノグラムを超えて含む

燃え殻、ばいじん及び汚泥（廃ガス洗浄施設を有するもの）（輸入廃棄物の焼却

に限る）
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岡 山 市 698,941 698,941 0 218,885 13,903 232,788 14,742 247,530 0 0 193,081 8,098 15,546 152 2,008

倉 敷 市 474,415 474,400 15 145,961 27,422 173,383 18,542 191,925 5 0 136,933 2,935 5,855 88 150

津 山 市 107,892 107,892 0 29,783 2,006 31,789 3,659 35,448 0 0 25,346 1,403 2,911 0 123

玉 野 市 66,183 66,183 0 22,559 2,843 25,402 2,071 27,473 0 0 18,299 1,758 2,387 0 115

笠 岡 市 55,000 55,000 0 15,553 1,125 16,678 1,587 18,265 0 0 12,472 777 2,228 0 76

井 原 市 45,122 45,122 0 10,278 1,348 11,626 1,313 12,939 0 0 8,351 467 1,360 0 100

総 社 市 66,627 66,627 0 18,737 7,446 26,183 1,713 27,896 0 0 16,577 415 1,635 17 93

高 梁 市 34,908 34,908 0 10,423 853 11,276 685 11,961 0 0 8,591 485 1,085 0 262

新 見 市 34,743 34,743 0 9,544 234 9,778 877 10,655 0 0 8,407 264 789 0 84

備 前 市 39,290 39,290 0 9,314 2,135 11,449 1,652 13,101 0 0 8,211 276 616 10 201

瀬 戸 内 市 39,484 39,478 6 8,139 3,162 11,301 83 11,384 6 0 7,353 72 389 69 256

赤 磐 市 44,953 44,697 256 10,043 1,182 11,225 1,222 12,447 78 0 8,555 82 1,216 32 158

真 庭 市 51,710 51,710 0 9,476 4,568 14,044 1,962 16,006 0 0 8,327 190 865 0 94

美 作 市 32,140 32,140 0 6,409 4,406 10,815 367 11,182 0 0 4,781 28 1,600 0 0

浅 口 市 37,473 37,473 10,561 1,199 11,760 1,034 12,794 0 0 9,312 351 767 0 131

和 気 町 15,978 15,703 275 2,536 1,643 4,179 597 4,776 102 0 2,387 0 138 0 11

早 島 町 12,285 12,285 0 3,956 328 4,284 0 4,284 0 0 3,303 216 437 0 0

里 庄 町 11,045 11,045 0 2,955 401 3,356 299 3,655 0 0 2,548 174 200 0 33

矢 掛 町 15,667 15,667 0 3,065 272 3,337 479 3,816 0 0 2,344 180 530 0 11

新 庄 村 1,042 1,042 0 156 8 164 0 164 0 0 123 11 22 0 0

鏡 野 町 14,422 14,422 0 2,675 193 2,868 0 2,868 0 0 2,337 141 101 0 96

勝 央 町 11,480 11,480 0 2,521 226 2,747 0 2,747 0 0 1,818 108 595 0 0

奈 義 町 6,403 6,403 0 1,313 132 1,445 237 1,682 0 0 1,116 48 103 0 46

西 粟 倉 村 1,621 1,621 0 283 88 371 0 371 0 0 214 1 68 0 0

久 米 南 町 5,572 5,572 0 1,151 310 1,461 0 1,461 0 0 920 64 160 0 7

美 咲 町 16,490 16,490 0 2,934 135 3,069 0 3,069 0 0 2,241 126 516 0 51

吉 備 中 央 町 13,575 13,575 0 2,016 673 2,689 237 2,926 0 0 1,448 121 330 0 117

合 計 1,954,461 1,953,909 552 561,226 78,241 639,467 53,358 692,825 191 0 495,395 18,791 42,449 368 4,223

資源

ごみ

不燃

ごみ

自家
処理量

t/年⑧
搬入総量

⑤=③+④

集団

回収量⑥

可燃

ごみ

計画収集
人口①

自家処理
人口②

収集量③
直接

搬入量④

市町村名
総量

⑦=⑤+⑥

総人口

ごみ排出量 t/年

混合

ごみ

粗大

ごみ

収集量③（内訳） ｔ/年

その他

表Ⅱ 一般廃棄物処理状況（平成 21 年度）（その１）
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岡 山 市 6,604 203,847 6,041 13,181 0 3,115 232,788 23,830 970 647 323 97.2% 16.8%

倉 敷 市 1,176 159,368 4,358 3,295 0 5,186 173,383 67,925 1,108 715 394 99.3% 47.8%

津 山 市 0 26,612 389 4,471 0 317 31,789 3,903 900 609 292 100.0% 22.2%

玉 野 市 2,209 20,037 968 2,188 0 0 25,402 2,570 1,137 880 257 91.3% 16.9%

笠 岡 市 0 13,487 963 656 0 1,572 16,678 903 910 652 258 100.0% 22.2%

井 原 市 112 9,473 488 1,553 0 0 11,626 1,360 786 625 161 99.0% 20.7%

総 社 市 3,009 19,335 2,102 1,737 0 0 26,183 2,250 1,147 835 312 88.5% 14.2%

高 梁 市 0 9,266 891 1,119 0 0 11,276 1,359 939 666 273 100.0% 17.1%

新 見 市 0 8,561 0 428 0 789 9,778 46 840 539 301 100.0% 16.1%

備 前 市 1,489 8,759 41 994 0 166 11,449 557 914 766 148 87.0% 18.1%

瀬 戸 内 市 0 10,484 96 721 0 0 11,301 796 790 656 134 100.0% 7.7%

赤 磐 市 0 9,706 128 317 50 1,024 11,225 371 759 559 199 100.0% 21.0%

真 庭 市 0 12,058 768 725 25 468 14,044 1,424 848 557 291 100.0% 24.1%

美 作 市 0 8,351 123 1,890 170 281 10,815 1,855 953 765 188 100.0% 22.4%

浅 口 市 182 10,372 439 301 0 466 11,760 468 935 705 230 98.5% 15.4%

和 気 町 0 3,866 150 0 0 163 4,179 54 819 537 282 100.0% 17.0%

早 島 町 0 3,563 0 9 247 465 4,284 9 955 601 354 100.0% 11.1%

里 庄 町 0 2,935 221 200 0 0 3,356 254 907 757 150 100.0% 15.1%

矢 掛 町 180 2,604 22 530 0 1 3,337 530 667 627 40 94.6% 26.5%

新 庄 村 0 129 12 0 0 23 164 3 431 431 0 100.0% 15.9%

鏡 野 町 59 2,485 60 67 122 75 2,868 29 545 542 3 97.9% 3.6%

勝 央 町 0 1,922 0 421 0 404 2,747 307 656 613 43 100.0% 25.9%

奈 義 町 0 1,235 0 106 0 104 1,445 97 720 674 45 100.0% 26.0%

西 粟 倉 村 1 291 0 72 7 0 371 72 627 490 137 99.7% 19.4%

久 米 南 町 0 1,095 121 245 0 0 1,461 284 718 621 98 100.0% 19.4%

美 咲 町 73 2,332 55 191 7 411 3,069 162 510 491 19 97.6% 18.7%

吉 備 中 央 町 0 2,096 305 288 0 0 2,689 374 591 455 136 100.0% 20.9%

合 計 15,094 554,269 18,741 35,705 628 15,030 639,467 111,792 971 670 301 97.6% 26.0%

直接

資源化量

⑩

合計

⑪直接

焼却量

粗大

処理

生活系

ごみ

g/人・日

ﾘｻｲｸﾙ率

=(⑥+⑩+
⑫)/

(⑥+⑪)
資源化 その他

市町村名

ごみ処理量 ｔ/年

中間処理
減量処理

率
=(⑪-⑨)

/⑪

事業系

ごみ

g/人・日

直接

埋立量

⑨

１人１日

当たりの

排出量
g/人・日

=⑦/{(①+

②)*365}

中間処理

に伴う

資源化量

ｔ/年

⑫

表Ⅱ 一般廃棄物処理状況（平成 21 年度）（その２）
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表Ⅲ－１ 一般廃棄物処理施設（焼却）

（平成 23 年 3 月 31 日現在稼働中）

地域名
設 置 主 体 名

施 設 名
設置場所

処理能力
（ｔ／日）

使用開始年 構成市町村

岡山市

岡南環境センター

岡山市

当新田環境センター

岡山市

東部クリーンセンター

玉野市

東清掃センター

備前市

クリーンセンター備前

瀬戸内市

クリーンセンターかもめ

赤磐市

山陽桜が丘清掃センター

赤磐市

赤坂環境センター

和気北部衛生施設組合

クリーンセンター

倉敷市

水島清掃工場

新見市

クリーンセンター

倉敷西部清掃施設組合

清掃工場

総社広域環境施設組合

吉備路クリーンセンター

岡山県西部環境整備施設組合

里庄清掃工場

岡山県井原地区清掃施設組合

井原クリーンセンター

高梁地域事務組合

クリーンセンター

水島エコワークス株式会社 ５５５

倉敷市資源循環型廃棄物処理施設 （うち一廃３０３）

津山市

ごみ焼却場

真庭市

クリーンセンターまにわ

真庭市

真庭北部クリーンセンター

美作市

南部環境美化センター

鏡野町

北部衛生クリーンセンター

津山圏域西部衛生施設組合

清掃センター

岡山市久米南町衛生施設組合

クリーンセンター

岡山県中部環境施設組合

コスモスクリーンセンター

４０

１１０ Ｓ５１

倉敷市水島川崎通１－１４－５

合 計

津山圏域東部衛生施設組合

Ｓ５３

岡山市東区西大寺新地４５３－５ ４５０ Ｈ１３

備中

井原市木之子町２１９２－１

美作

３０

倉敷市玉島道越８８８－１ １８０

津山市小桁４０１－１５

岡山市

岡山市南区当新田４８６－１ ３００ Ｈ６ 岡山市

備前

３０

岡山市南区豊成１－４－１ ２２０

岡山市

Ｈ１０

赤磐市多賀２５４６－６ ６ Ｈ６

赤磐市中島３５７－１

玉野市槌ケ原３０７２－５ Ｓ５３

備前市八木山８５９－４

瀬戸内市牛窓町牛窓２２８

Ｈ１０

１５０

Ｈ９

３０ Ｓ５７

Ｈ３

真庭市樫西２９０ Ｈ１１

Ｈ９

里庄町新庄３６５５ ２００ Ｈ１１

真庭市蒜山初和５９２－１

Ｈ１７

９０

美作市三倉田９３

久米南町上神目３１３－６ １３ Ｈ５ 岡山市、久米南町

津山市中北下３６５

美作市
（西粟倉村）

鏡野町井坂５２３－３ １０ Ｈ４

２６ ２，９０７

真庭市宮地６３１－３

鏡野町

奈義町上町川１８６ ２５ Ｓ５９
津山市、勝央町、

奈義町

真庭市、美咲町

１４ Ｓ５８
津山市、鏡野町、

美咲町

真庭市

真庭市
（新庄村）

Ｈ２

３０ Ｈ６

２０

津山市

倉敷市、浅口市

笠岡市、浅口市、
里庄町

倉敷市

倉敷市、総社市

玉野市

備前市

備前市、赤磐市、
和気町

倉敷市
（早島町）

赤磐市

赤磐市

３４

瀬戸内市

高梁市、吉備中央町

井原市、矢掛町

４０ Ｈ６

Ｈ６

高梁市段町７４８ ５６

倉敷市水島川崎通１－１－４ ３００ Ｈ６

Ｈ１０

新見市金谷２５３ ４６ Ｈ１１

和気町益原１５１２－３

新見市

１８０倉敷市真備町箭田４８１



資-16

表Ⅲ－２ 一般廃棄物処理施設（粗大ごみ処理）

（平成 23 年 3 月 31 日現在稼働中）

地域名
設 置 主 体 名

施 設 名
設置場所

処理能力
（ｔ／日）

使用開始年 構成市町村

岡山市

東部リサイクルプラザ

玉野市

玉野市粗大ごみ処理施設

和気北部衛生施設組合

クリーンセンター

倉敷市

東部粗大ごみ処理場

総社広域環境施設組合

吉備路クリーンセンター

岡山県西部衛生施設組合

井笠広域資源化センター

高梁地域事務組合

粗大ごみ処理施設

津山市

粗大ごみ処理施設

岡山県中部環境施設組合

コスモスクリーンセンター

Ｈ７

高梁市、吉備中央町

笠岡市、井原市、
浅口市、矢掛町、

里庄町

倉敷市

倉敷市真備町箭田４８１ 倉敷市、総社市３６ Ｈ９

４０

津山市小桁４０１－１５ ３０

高梁市段町７４８ ３０ Ｓ５５

笠岡市平成町１０５

美作

津山市

備中

合 計

Ｓ６３

９ ３２９

１０ Ｈ６ 真庭市、美咲町真庭市宮地６３１－３

和気町益原１５１２－３ １０ Ｈ６

倉敷市二子１９１７－４ ８０ Ｈ６

岡山市

備前

岡山市東区西大寺新地
４５３－５

５８ Ｈ１３

備前市、赤磐市、
和気町

玉野市
玉野市槌ケ原３０７２－
５

３５ Ｈ５
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表Ⅲ－３ 一般廃棄物処理施設（資源化）

（平成 23 年 3 月 31 日現在稼働中）

地域名
設 置 主 体 名

施 設 名
設置場所

処理能力
（ｔ／日）

使用開始年 構成市町村

岡山市

東部リサイクルプラザ

岡山市

新保資源選別所

玉野市

リサイクルプラザ

瀬戸内市

長船クリーンセンター

瀬戸内市

クリーンセンターかもめ不燃物処理施設

赤磐市

桜が丘清掃センター

御津・加茂川環境施設組合

前処理施設

倉敷市

資源選別所

倉敷市

船穂町堆肥化センター

浅口市

リサイクルセンター

岡山県西部衛生施設組合

リサイクルプラザ

高梁地域事務組合

リサイクルプラザ

津山市

資源化センター

津山市

プラスチック容器包装圧縮梱包作業棟

津山市

津山市ＰＥＴボトル圧縮施設

真庭市

リサイクルプラザ

美作市

リサイクルセンター

瀬戸内市

Ｈ９

倉敷市

津山市

岡山市

笠岡市、井原市、
浅口市、矢掛町、

里庄町

浅口市

津山市

玉野市

瀬戸内市

赤磐市

１５

７玉野市槌ケ原３０７２－１

高梁市、吉備中央町

Ｈ１５

岡山市東区西大寺新地４５３－５ ２７ Ｈ１３

浅口市鴨方町深田９３０－１備中

倉敷市船穂町船穂２６３６－２ ２

倉敷市水島川崎通１－１８ １５

３

備前

赤磐市中島３５７－１

瀬戸内市牛窓町牛窓２２８

６

岡山市南区新保６８７－３

津山市横山６４８

津山市横山６４８

高梁市落合町阿部２５２７－１ １４．６

４．７

Ｈ１２

Ｈ１４

Ｓ６２

笠岡市平成町１０５ ２７

合 計

真庭市樫西２９０ １１

Ｈ１２

津山市横山６４８ １

１７ １７７．９

Ｈ１１

美作市
（西粟倉村）

真庭市

Ｈ１４美作市岩辺１４２－１ ２．６

４

津山市

Ｓ４８ 岡山市、吉備中央町

倉敷市Ｈ８

Ｈ８

Ｈ１２

３０

美作

Ｈ４ 岡山市

Ｈ９

岡山市北区御津紙工３７８３ ４

瀬戸内市長船町西須恵１６０ Ｈ１

Ｓ５７

４
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設 置 主 体 名

最 終 処 分 場 名 自己 他 混合 可燃 不燃 資源 直搬 粗大
中間

残渣

焼却

残渣

その

他

岡山市

三手最終処分場

岡山市

山上新最終処分場

岡山市久米南町衛生施設組合

大田最終処分場

玉野市

一般廃棄物最終処分場

備前市

備前一般廃棄物最終処分場

備前市

日生一般廃棄物最終処分場

和気北部衛生施設組合

クリーンセンター

倉敷市

東部最終処分場（２期）

総社市

一般廃棄物最終処分場

総社市

宿ごみ埋立地

総社市

大谷廃棄物捨場

倉敷市

船穂町不燃物処分場

井原市

野々迫埋立処分場

新見市

新見市処理センター

浅口市

金光一般廃棄物最終処分場

早島町

一般廃棄物埋立処分地

岡山県西部衛生施設組合

見崎山埋立処分地

高梁地域事務組合

一般廃棄物最終処分場

真庭市

ガレキ処分場

真庭市

一般廃棄物最終処分場

美作市

埋立処分地施設

鏡野町

北部衛生クリーンセンター一般廃棄物最終処分場

美咲町

柵原クリーンセンター一般廃棄物最終処分場

美咲町

藤原一般廃棄物最終処分場

岡山県中部環境施設組合

一般廃棄物最終処分場

備中

○ ○
高梁市松原町松岡
５４２５

山間 ○

○

○

27,000

22,000 126,000

○

2,385,850

美咲町連石８５６
－１

鏡野町井坂５２４
－１外

平地 ○

6,000

3,200山間

２５ 324,461

美咲町江与味３３
５３外

4,500 24,500山間

14,544 １９９１

１９９４○

１９８８

○

15,600

真庭市目木７７２
－１０７外

4,500

12,312山間 ○
美作市瀬戸１５１
－４

山間

○

2,698

山間 ○

○

5,100

○

○

○

真庭市樫東１３７

９－１８
5,629 １９９６36,485

○

１９９４

１９７０

１９７７

１９７０○

27,400

○

２００３

１９８２

32,980

○

倉敷市船穂町船穂
７０５２－１外

山間 ○

4,200

山間

山間

総社市清音軽部９
９９－３

○

33,000

23,000

○

188,000

○○330,000

15,500

和気町益原１５１
２－３

5,700山間 ○

10,400

山間 ○

山間 ○

○○ 333,200 ○

合 計

玉野市和田７丁目
８０２－８

42,000 １９９２

浅口市金光町下竹
地内

山間 ○

○

山間

地域名 所 在 地 設置区分

土地所有
全体容量
（m3）

埋立面積
（㎡）

○

山間

36,900山間 ○

埋立
開始年

埋 立 物

450,000 ○○

山間 ○

○ 86,000

26,000

○

１９８３○

２００５○

○

○

○

○○

○○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○ ○

○

○

600

219,150

8,400 39,700

25,000

42,000

○

224,000

○

○

○

○

○

○

○

２００１○

山間 ○ １９９３

○

15,056

１９８１

１９８０

○ １９７８

１９９９

○ ○4,390 15,554 １９９６

井原市高屋町字
野々迫５０９外

7,095

岡山市北区建部町
大田４２０４－５

山間 ○

山間

山間 ○

200

7,924 55,769

2,671

山間

美作

備前市日生町寒河
８５５－２

美咲町藤原８３０

総社市宿１８７５
－１

総社市下倉３７８
４

倉敷市二子１９２
３－５

早島町大字矢尾地
内

備前

岡山市北区山上１
５２

備前市三石２９５
２－１

山間 ○

岡山市北区三手１

０８－１
平地 ○

笠岡市神島５９

新見市哲多町宮河

内１９４０－２４

12,600 59,700 ○ ○ 埋立前○

5,354 10,800 １９８５○○

２００７

○

○

２０００

○

１９９０

表Ⅲ－４ 一般廃棄物処理施設（最終処分場）

（平成 23 年 3 月 31 日現在埋立中）
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表Ⅲ－５ 一般廃棄物処理施設（し尿処理）

（平成 23 年 3 月 31 日現在稼働中）

地域名
設 置 主 体 名

施 設 名
設置場所

処理能力
（ｋｌ／日）

使用開始年 構成市町村

岡山市

一宮浄化センター

岡山市

当新田浄化センター

岡山市

犬島浄化センター

玉野市

西清掃センター

備前市

備前市衛生センター

瀬戸内市

長船衛生センター

神崎衛生施設組合

神崎処理場

旭川中部衛生施設組合

旭清苑

和気・赤磐し尿処理施設一部事務組合

和気赤磐衛生センター

倉敷市

白楽町し尿処理場

倉敷市

水島し尿処理場

倉敷市

玉島し尿処理場

浅口市

金光し尿浄化センター

新見市

衛生センター

備南衛生施設組合

清鶴苑

総社広域環境施設組合

アクアセンター吉備路

岡山県西部衛生施設組合

井笠広域クリーンセンター

高梁地域事務組合

し尿処理場

真庭市

し尿処理施設旭水苑

津山圏域衛生処理組合

津山圏域衛生処理センター

勝英衛生施設組合

滝川苑

美作

岡山市、倉敷市、
早島町

倉敷市、総社市

高梁市、吉備中央町

岡山市北区一宮２１７ １００ Ｓ４３

玉野市

１８

備前

新見市

笠岡市、井原市、
浅口市、矢掛町

里庄町

浅口市

岡山市、瀬戸内市

岡山市

（同上） ２００

備中

岡山市

合 計

２０ Ｈ元

笠岡市平成町１００ ２１０ Ｓ６３

浅口市金光町八重３１８－２

新見市金谷２５２ ５０ Ｓ５２

Ｓ５４ 岡山市

瀬戸内市

岡山市

Ｓ６２

備前市

Ｈ６

備前市、赤磐市、
和気町

倉敷市

７０ Ｓ６０

備前市穂浪２４５９－１ ４３ Ｓ３９

岡山市東区犬島１７９ ０．３５ Ｓ６２

１００

倉敷市

倉敷市水島川崎通１丁目 １２８ Ｓ４４ 倉敷市

瀬戸内市長船町福里５８９－１

和気町本２ ７２ Ｈ１４

岡山市東区神崎町２６７６

真庭市野原９－１ １００ Ｈ６

８０ Ｓ６０

倉敷市白楽町４２４ ２４０ Ｓ４０

倉敷市玉島乙島８２５５ ７０

総社市窪木１１０１－１ ９０ Ｈ１９

美作市、勝央町、
美咲町、西粟倉村、

奈義町

勝央町小矢田３１－２ ７４ Ｓ６１

高梁市段町７４８ ６２ Ｓ５０

岡山市、久米南町、
吉備中央町

２２ ２，０９９．３５

真庭市
（新庄村、鏡野町、美咲町）

津山市川崎４５８ １５０ Ｓ５８
津山市、鏡野町、

美咲町

（同上）

岡山市北区御津鹿瀬６５０ ４２ Ｈ４

玉野市深井町９－１８

倉敷市茶屋町１９１９

Ｓ５６

１８０ Ｈ９

岡山市南区当新田４８８－４



表Ⅳ－１ 産業廃棄物処理状況（業種別）＜平成 21 年度＞（その１）

（単位：千ｔ/年）

発生量 有償物量 排出量 搬出量

県内 県外

（A） （B） （C） （D） （E） （E1） （E2） （E3） （E4） （E5） （G） （G1） （G2） （G3） （G4） （G5） （H） （I）

（B+C） （D+G） （I+K+J） （E2+G2)

9,663 3,925 5,738 3,861 1,155 658 428 66 2 1,877 72 41 1,643 118 3 2,301 41 4 37

270 0 270 268 14 9 1 4 0 2 1 0 1 7 1 1

807 4 803 79 79 47 31 1 0 724 1 3 689 30 0 754 3 3

7,249 3,846 3,403 2,509 954 599 297 57 2 894 71 0 739 81 3 1,179 0 0

食料品 304 9 295 232 24 7 17 63 5 58 0 75

飲料・飼料 44 23 21 15 1 1 1 0 6 6 0 0 7

繊維 42 2 40 29 8 5 3 0 11 1 9 1 18

木材 52 32 20 5 0 0 0 0 15 0 11 4 0 15

家具 7 0 7 1 1 1 0 6 6 0 6

パルプ・紙 178 1 177 155 14 2 9 3 22 9 12 0 24

印刷 18 4 15 15 0 15 0 15

化学 1,329 22 1,307 1,184 273 82 155 36 124 6 0 116 1 308 0 0

石油・石炭 83 0 83 46 6 5 1 37 1 36 0 37

プラスチック 20 3 17 9 1 0 0 0 1 9 0 8 1 10

ゴム 19 0 19 1 0 0 0 0 18 0 17 1 18

皮革 0 0 0 0 0

窒業・土石 219 90 129 49 26 8 16 0 1 80 1 72 6 96

鉄鋼 4,509 3,480 1,029 721 580 481 86 14 308 45 205 56 3 363

非鉄金属 17 0 17 7 2 2 0 9 9 0 9

金属 35 4 31 3 0 0 0 0 28 27 1 28

はん用機器 17 5 12 3 1 1 9 0 8 1 11

生産用機器 46 1 45 4 0 0 41 36 5 41

業務用機器 1 0 1 0 0 0 1 1 0 1

電子部品 38 5 34 21 3 0 3 13 12 1 15

電気機器 10 3 7 3 1 0 0 4 4 0 0 4

情報通信機器 1 0 0 0 0 0 0

輸送機器 256 161 96 22 13 11 2 0 74 1 70 3 0 75

その他 2 2 2 2 2

1,172 69 1,104 1,000 103 3 98 2 104 37 65 2 0 204 37 37

電気業 153 69 84 2 2 1 1 0 82 37 44 2 0 83 37 37

ガス業 0 0 0 0 0 0

上水道業 58 58 50 4 1 2 1 8 8 0 10

工業用水道業 2 2 2 1 1 0 0 0

下水道業 960 960 946 97 0 95 2 14 14 0 111

3 3 3 3 0 3

13 2 11 1 1 1 0 0 11 0 10 0 11

118 5 114 4 4 0 1 2 110 0 107 3 113

6 0 6 0 0 0 6 6 6

14 0 14 0 0 0 14 0 14 0 14

7 0 7 0 0 0 0 6 0 5 1 6

4 0 4 0 0 0 0 4 4 0 4

注1）本結果表では農業からの産業廃棄物を除き、特別管理産業廃棄物を含む。

注2）※1欄の「サービス業」は、「学術・専門」、「生活・娯楽」、「サービス業」の合計値であり、※2欄の「その他の業種」は、「林業」、「漁業」、「金融・保険業」、「不動産業」、「教育・学習」、「複合サービス」、「公務」の合計値である。

サービス業※1

その他の業種※2

宿泊・飲食

医療・福祉

運輸業

卸・小売業

電気・水道業

情報通信業

建設業

製造業

合計

鉱業

その他

量

再生

利用量

自己

最終

処分量

委託

中間

処理量

委託

直接最終

処分量

自己

最終

処分量

委託

中間

処理量

委託

直接最終

処分量

その他

量

自己中間処理後量

区 分

業 種

自己中間処理量 自己未処理量 自己最終処分量

（自己中間処理後の処理内訳） （自己未処理の処理内訳） （処理先地域

の内訳）
再生

利用量

資
－

2
0



表Ⅳ－1 産業廃棄物処理状況（業種別）＜平成 21 年度＞（その２）

（単位：千ｔ/年）

再生利用量

委託中間処理量

事業者 自治体 処理業者

処理業者 自治体 県内 県外 処理業者 自治体 県内 県外

（K） （O） （L） （M） （M1） （M2） （R） （Q） （Q1） （Q2） （Q3） （J） （S）

（O+L） （E1+G1+M1） （I+O+M2) （E5+G5） （B+R)

2,255 184 181 2 176 7 2,071 2,064 7 1,470 601 1,486 1,376 110 2,107 335 41 4 289 5 6,032

6 5 5 5 1 1 0 1 0 0 0 9 6 1 5 0 10

750 30 30 0 29 1 720 720 0 707 13 695 646 49 694 82 3 0 79 0 698

1,174 138 136 2 132 6 1,036 1,031 5 513 523 647 606 40 1,276 178 0 3 175 5 5,121

食料品 75 0 0 0 0 0 75 72 2 55 19 43 42 1 54 1 1 1 63

飲料・飼料 7 0 0 0 0 7 7 4 3 4 4 0 4 0 0 0 0 27

繊維 18 4 4 0 4 0 14 13 2 13 1 8 7 1 9 4 0 4 0 11

木材 15 4 4 0 4 0 11 11 0 4 6 10 10 0 11 4 0 4 0 43

家具 6 0 0 0 0 6 6 0 5 1 5 4 0 4 0 0 0 5

パルプ・紙 24 3 3 0 2 1 21 21 0 12 10 9 9 1 20 4 0 4 21

印刷 15 15 15 0 12 3 9 8 0 9 0 0 0 0 12

化学 308 37 37 0 37 0 271 271 0 90 181 77 70 6 159 43 0 0 43 180

石油・石炭 37 0 0 0 37 37 18 19 13 12 0 19 1 1 19

プラスチック 9 1 1 0 1 1 8 8 0 4 4 4 4 0 4 1 0 1 1 7

ゴム 18 1 1 1 17 17 16 1 7 4 4 4 5 5 4

皮革 0 0 0 0 0 0 0 0

窒業・土石 95 7 6 0 4 3 88 88 70 18 86 82 3 92 10 0 10 1 182

鉄鋼 361 70 69 1 69 0 291 291 89 202 243 233 11 758 80 1 80 3 4,238

非鉄金属 9 0 0 0 0 9 9 4 5 9 6 3 8 3 3 8

金属 28 1 1 1 0 27 26 1 11 16 18 16 2 16 3 0 3 20

はん用機器 11 1 1 1 10 10 0 8 2 6 4 2 4 3 0 3 9

生産用機器 41 5 5 5 36 36 0 36 1 35 34 0 34 5 0 5 35

業務用機器 1 0 0 0 0 1 1 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 1

電子部品 15 1 1 1 0 15 15 9 5 4 4 1 4 1 1 8

電気機器 4 0 0 0 0 0 4 4 0 3 1 3 2 1 3 1 0 1 0 6

情報通信機器 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

輸送機器 75 3 2 1 3 0 71 71 0 47 24 51 46 5 58 8 1 7 0 219

その他 2 2 2 2 0 2 2 0 2 0 0 2

168 4 4 4 163 163 1 120 43 69 60 9 63 50 37 0 13 0 132

電気業 47 2 2 2 45 45 15 29 43 43 0 44 39 37 2 0 112

ガス業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

上水道業 10 1 1 1 9 9 0 9 0 3 2 2 3 3 0 3 3

工業用水道業 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1

下水道業 111 2 2 2 109 109 1 96 13 22 16 7 16 8 0 8 16

3 0 0 0 3 3 0 1 2 3 3 0 3 0 0 0 3

11 0 0 0 0 0 11 11 0 10 0 8 7 1 7 1 0 1 0 9

113 5 5 0 5 108 108 0 99 10 52 46 6 46 11 0 11 51

6 6 5 0 4 2 2 2 0 2 0 0 0 2

14 0 0 0 0 14 13 0 9 5 4 1 3 1 3 0 3 1

6 1 1 0 1 0 5 5 0 4 1 4 3 1 3 1 0 1 3

4 0 0 0 0 0 4 4 0 4 0 3 3 1 3 1 0 1 3

注1）本結果表では農業からの産業廃棄物を除き、特別管理産業廃棄物を含む。

注2）※1欄の「サービス業」は、「学術・専門」、「生活・娯楽」、「サービス業」の合計値であり、※2欄の「その他の業種」は、「林業」、「漁業」、「金融・保険業」、「不動産業」、「教育・学習」、「複合サービス」、「公務」の合計値である。

サービス業※1

その他の業種※2

宿泊・飲食

医療・福祉

運輸業

卸・小売業

電気・水道業

情報通信業

建設業

製造業

合計

鉱業

（処理主体

の内訳）

（処理先地域

の内訳）

（処理主体

の内訳）

その他

量

資源化

量委託直接最終処分量

区 分

業 種

委託

処理量

委託処理量の内訳 最終処分量

委託中間処理後量 （処理主体の内訳）

（処理先地域

の内訳）

（処理後の処理内訳）

再生

利用量

最終

処分量

資
－

2
1



表Ⅳ－2 産業廃棄物処理状況（種類別）＜平成 21 年度＞（その１）

（単位：千ｔ/年）

発生量 有償物量 排出量 搬出量

県内 県外

（A） （B） （C） （D） （E） （E1） （E2） （E3） （E4） （E5） （G） （G1） （G2） （G3） （G4） （G5） （H） （I）

（B+C） （D+G） （I+K+J） （E2+G2)

9,663 3,925 5,738 3,861 1,155 658 428 66 2 1,877 72 41 1,643 118 3 2,301 41 4 37

28 0 27 12 42 29 3 11 0 16 0 15 1 29 0 0

3,402 73 3,329 3,099 441 104 288 48 1 231 9 206 15 559

有機性汚泥 1,628 3 1,625 1,531 131 3 124 4 0 94 9 84 1 212

無機性汚泥 1,775 71 1,704 1,568 310 100 164 44 1 136 122 15 347

108 3 105 33 4 4 0 72 7 66 0 66

一般廃油 84 2 82 29 4 4 0 53 6 47 0 47

廃溶剤 9 9 4 5 1 5 5

その他 15 1 14 0 0 0 14 0 14 14

32 0 32 3 2 2 29 29 31

91 0 91 14 2 2 76 76 0 78

207 13 193 22 6 1 3 1 1 171 2 0 163 6 0 174 0 0

廃プラスチック 199 13 186 22 6 1 3 1 1 164 2 0 157 5 0 167 0 0

廃タイヤ 8 0 7 7 0 7 0 7

17 3 14 2 2 2 12 12 0 12

164 32 131 7 3 1 1 124 0 120 3 0 125

2 0 2 0 0 0 2 2 0 2

50 24 26 7 0 0 0 19 5 14 14

1 1 0 0 0 0

3 0 2 0 2 2 0 0 2

289 190 99 24 23 23 0 0 75 1 74 0 75

161 13 148 17 17 1 14 2 131 2 108 21 0 145

3,788 3,559 229 70 70 70 0 159 2 1 118 37 157 1 1

651 4 647 77 77 47 29 1 0 570 2 3 541 23 597 3 3

コンクリート片 329 329 14 14 7 7 315 1 314 0 321

廃アスファルト 231 4 227 45 45 38 7 182 1 3 178 0 188 3 3

その他の建設廃材 91 91 17 17 2 15 1 0 73 0 50 23 89

640 7 632 475 467 378 87 2 158 42 37 73 4 3 206 37 37

31 2 29 1 1 0 1 0 28 22 6 0 29

感染性廃棄物 10 10 0 0 0 10 10 10

混合物等 21 2 20 1 1 0 1 0 19 13 6 0 20

注1）本結果表では農業からの産業廃棄物を除き、特別管理産業廃棄物を含む。 注2）「変換」、「無変換」の定義については、留意事項を参照のこと。

その他の産業廃棄物

がれき類

ばいじん

ガラス陶磁器くず

鉱さい

金属くず

動植物性残さ

動物系固形不要物

繊維くず

廃プラスチック類

紙くず

廃アルカリ

汚泥

廃油

燃え殻

その他

量

自己

最終

処分量

委託

中間

処理量

委託

直接最終

処分量

その他

量

再生

利用量

自己

最終

処分量

委託

中間

処理量

委託

直接最終

処分量

自己中間処理後量

区 分

種 類

自己中間処理量 自己未処理量 自己最終処分量

合計

廃酸

木くず

ゴムくず

（自己中間処理後の処理内訳） （自己未処理の処理内訳） （処理先地域

の内訳）
再生

利用量

資
－

2
2



表Ⅳ－2 産業廃棄物処理状況（種類別）＜平成 21 年度＞（その２）

資
－

2
3

（単位：千ｔ/年）

再生利用量

委託中間処理量

事業者 自治体 処理業者

処理業者 自治体 県内 県外 処理業者 自治体 県内 県外

（K） （O） （L） （M） （M1） （M2） （R） （Q） （Q1） （Q2） （Q3） （J） （S）

（O+L） （E1+G1+M1） （I+O+M2) （E5+G5） （B+R)

2,255 184 181 2 176 7 2,071 2,064 7 1,470 601 1,486 1,376 110 2,107 335 41 4 289 5 6,032

29 11 11 0 11 17 17 0 10 8 67 40 27 68 38 0 1 37 0 69

557 63 63 0 62 1 494 492 2 270 224 117 112 5 225 68 1 67 1 299

有機性汚泥 212 4 4 0 3 1 208 206 2 170 38 46 46 1 59 5 1 4 0 61

無機性汚泥 345 59 59 0 59 0 286 286 101 186 71 67 4 167 63 0 63 1 237

66 66 65 1 38 27 27 27 37 0 40

一般廃油 47 47 46 1 29 19 18 18 28 0 29

廃溶剤 5 5 5 3 2 1 1 2 2

油付着物 14 14 14 7 7 7 7 7 8

31 2 2 2 29 29 13 16 8 8 8 9

78 78 78 62 16 6 6 6 0 6

173 6 6 0 5 1 167 166 1 149 17 67 52 15 55 21 0 0 21 1 69

廃プラスチック 166 6 6 0 5 1 160 159 1 145 15 63 48 15 50 21 0 0 20 1 63

廃タイヤ 7 0 0 0 7 7 5 2 5 5 0 5 0 0 5

12 0 0 0 0 12 12 0 10 2 11 10 0 12 0 0 15

125 3 3 3 121 121 0 111 10 113 110 4 111 5 5 0 144

2 0 0 0 0 2 1 0 2 0 1 1 0 1 0 0 0 1

14 14 12 2 12 1 7 7 12 37

0 0 0 0 0 0 0 0

2 0 0 0 2 2 2 1 2 2 1 2 1 1 0 2

75 1 0 0 1 0 74 74 0 63 11 74 71 3 95 3 0 3 285

145 23 23 1 20 3 122 122 0 103 19 132 110 22 113 44 1 44 0 125

156 37 37 1 37 0 119 119 34 85 132 125 7 197 45 1 1 44 3,756

594 24 23 1 23 1 570 570 563 7 560 547 13 596 41 3 1 37 0 600

コンクリート片 321 0 0 0 321 321 318 2 313 312 1 320 1 1 320

廃アスファルト 185 0 0 0 184 184 182 2 182 182 0 221 4 3 0 224

その他の建設廃材 89 24 23 1 22 1 65 65 63 2 65 53 12 56 36 1 35 0 56

167 6 6 6 160 160 11 150 152 144 8 563 55 37 18 3 570

29 6 6 0 6 0 23 22 1 15 8 10 5 5 5 11 1 11 0 7

感染性廃棄物 10 10 10 0 4 5

混合物等 20 6 6 0 6 0 13 13 1 11 3 10 5 5 5 11 1 11 0 7

注1）本結果表では農業からの産業廃棄物を除き、特別管理産業廃棄物を含む。 注2）「変換」、「無変換」の定義については、留意事項を参照のこと。

その他の産業廃棄物

がれき類

ばいじん

ガラス陶磁器くず

鉱さい

ゴムくず

金属くず

動植物性残さ

動物系固形不要物

木くず

繊維くず

廃プラスチック類

紙くず

廃酸

廃アルカリ

汚泥

廃油

燃え殻

（処理主体

の内訳）

合計

その他

量

資源化

量委託直接最終処分量

区 分

種 類

委託

処理量

委託処理量の内訳 最終処分量

委託中間処理後量 （処理主体の内訳）

（処理先地域

の内訳）

（処理後の処理内訳）

再生

利用量

最終

処分量

（処理先地域

の内訳）

（処理主体

の内訳）



第３次岡山県廃棄物処理計画

岡山県 環境文化部 循環型社会推進課

〒700-8570 岡山市北区内山下２丁目４番６号

ＴＥＬ 086-226-7306 ＦＡＸ 086-224-2271

E-mail junkan@pref.okayama.lg.jp

岡山県庁 HP http://www.pref.okayama.jp/


